
住宅政策の転期

津田光英

先般の国会は内閣不信任案の可決という大波乱のうちに閉幕したが、実は

この国会で住宅政策上きわめて画期的な法案が成立したのである。建設省提

出にかかる「特定優良賃貸住宅の促進に関する法律」がそれである。

今日の住宅問題の中で、最も顕著な現象は、大都市において、持ち家に手

の届く直前の都市中堅勤労階層の生活に見合った良質な賃貸住宅が供給され

ていないという事態である。この事象に対して、良質な民間供給賃貸住宅の

経営に公的助成を入れ、良質民間住宅市場の成立を計るという画期的な手を

打つことがこの法律の一つの狙いである。今一つの狙いは、これら中堅層の

人々が、それぞれふさわしい住生活を送りつつ、持ち家に移行していくこと

のできる仕組みを確保しようとするものである。民間賃貸住宅経営に直接税

金を投入することはいまだかつてなかった。画期的であるという由縁である。

なぜここまで踏み切らねばならなかったのであろうか。日本の住宅事情の

残る大問題は、大都市に居住する多くの中堅勤労階層の人々の住生活が、国

の考える最低水準以下であるということの重大さである。その原因は地価問

題であるといって済まされるものではないのである。この状態は、公共の直

接供給住宅政策によっても、公庫による公的金融政策でも解決できなかった

残りの問題なのである。いや、むしろこれら既往の政策体系が生み出した問

題ともいえる。したがって、今までタブーであった民間経営補助という手法

の登場が必要だったのである。新法が実施面で的確に効果を発揮するために

は、その運用も従来にとらわれない画期的なものでなければならないと思う

由縁である。
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特別論文

土地保有税および土地譲渡税の
経済効果土地税制改正の功罪

目良浩一

はじめに

土地保有税および土地譲渡税の土地市場に及

ぽす効果は、今日の日本経済においてはきわめ

て重要な問題である。 1990年に、それまでの全

国的な都市部での地価高騰に対する政策が政府

税調で審議され、自民党の税調での審議を経て、

土地税制の大幅な改正案が作成され、翌1991年

に法案が可決された。そして、 1992年から、新

しい土地税制が実施されているが、その聞に土

地市場には大きな変化があった。土地市場の変

化は他の要因によるものもあるが、土地税制の

改正はその中で非常に重要な役割を果たしたと

考えられる。

まず、土地取引の件数については、三大都市

圏においては1990年をピークとして、毎年減少

を続けている。取引面積も東京圏と大阪圏にお

いては、 1990年以来減少し続けている。土地の

価格についても、大都市においては近年急速な

下落が続いている。公示地価によれば、東京都

区部住宅地の価格は、 1988年初めには1983年水

準の3.0倍になったが、その後下落の方向に転

じ、 1993年初めには、ピーク時に比べると、 33

%の下落になっている。下落率は都心部におい

てより顕著で、港区においては53%、渋谷区に

おいては50%となっている。大阪圏における住

宅地の価格は1991年初めにピークに達し、大阪

市で1983年の3.1倍、京都市で3.3倍になったが、

その後急速に下落し、 1993年初めにはピーク時

の水準から、大阪市で35%、京都市で50%下落

2 住宅土地経済 1993年秋季号

したとされている。

これらの数値は国土庁の発表した公示地価に

よるものであるが、公示地価が実勢の地価の変

動を過小評価する傾向があること、この地価の

下落傾向はまだ当分は持続するものと考えられ

ていること、過去10年間の物価水準の上昇や国

内生産の上昇などを考えると、近い将来の大都

市圏における地価水準は、 1983年水準に比べて

かなり下回るものになると考えられる。

そこで、以下では1992年の土地税制の改正が

どのような影響を土地市場に与えたかを検討し

てみる。本誌の本年夏季号（No.9）に、野口

悠紀雄氏がこの論題について理論的な面から論

じている。氏の議論は、その前提が成立するか

ぎりにおいて、妥当である。ただし、現在の日

本の経済においては、必ずしもすべての前提が

成立しているわけではなしまた検討されてい

ない条件もある。そこで、以下の議論はその野

口論文を補完し、また修正するものであると考

えていただきたい。

特に、 1992年の土地税制の改正では、急激な

地価高騰に対する緊急措置として、きわめて大

胆な改正が行われた。氏の分析にはこのような

政策形成の背景がまったく不在である。しかし、

正当な政策論は背景の議論なしにはすることが

できなしコ。実際の税制改正の効果は、数多くの

効果が重なり合い、相乗的効果を発生し、それ

らが総合されたものである。したがって、予想

された効果は他の効果に打ち消されて、観察で

きないこともあるのである。



l土地保有税の効果

まず、土地保有税の強化は地価を下げる効果

をもっといわれている。土地保有税がない状況

から、それが導入されて、それによって下がっ

た地価をそれ以前の地価と比べると次のように

なる。ただし、地代には変化がなかったとする。

P'/P=(i g)/(i+t g) 

ここでP＇は土地保有税導入後の地価、 Pはそ

れ以前の地価、 1は利子率、 gは将来予想される

地代の年間上昇率、 tは地価に対する年間の土

地保有税率である。税制改正前の実質土地保有

税率が無視できるほど小さく、改正後にそれが

新設された地価税を含めて1.5%になったとす

れば、 1を5%とし、 gを3%とすると、この比

率は0.57となる。この数値は現在のピーク時か

らの地価の下落率にきわめて近い。

しかし、それでもって、もうすでに地価が底

を打ったと考えることは誤りである。まず第 1

に、景気の低迷によって地代が下がってきてい

る。第2に、予想される地代の上昇率も下がっ

ていると思われる。もし、地代が2分の lにな

り、以前考えられた予想される地代の上昇率が

3%から Oに変わったとすれば、地価は以前の

16%まで下落することになるのである。ここに

想定した数値はきわめて大まかな推定値である

ので、この特定の数値自体には大きな意味はな

いが、地価の下落はまだ相当続くと考えられる。

この数値は、土地取引の監視制度や不動産関

連融資のトリガー制度などを考慮、に入れずに出

されたものであるから、それらの諸規制が地価

を押し下げる効果があるとすると、より大きな

下落が起こることになる。もし、土地政策の目

的が地価を下げることだけにあり、ここに導か

れた数値が十分に小さいと判断されれば、他の

規制は要らないのである。

さらに、これだけの大きな資産価値の損失を

1988年から1991年まで噴の土地所有者に被らせ

たことの妥当性についても、疑問が投げかけら

れて当然である。資本主義社会の活力は、経済

めら・こういち
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本住宅総合センター）ほか

に参加する者が営々と資本を蓄積し、それによ

ってより好ましい活動が可能になることからく

るのである。いままで蓄積した資産の価値を大

幅に削ぐ政策を展開する政府は、国民に対して

資本主義の根本を否定しでかかっているのであ

る。このような政府のもとでは、国民は勤労意

欲を失う。自民党の敗北の原因はここにもある

と思われるのである。

さらに、土地保有税の強化が、地価を引き下

げるので、一般の勤労者の土地購入を容易にす

るであろうことを狙ったものであるとすれば、

それはまったく誤った考えであることを付け加

えなければならない。なぜなら、地価は、将来

の税負担の現在価値だけ下がるのであり、購入

者にとっての負担はまったく変わらないからで

ある。ローンの支払いの減少分がそのまま、土

地保有税支払の増加分になるのである。

次に、土地保有税の強化は土地利用を効率化

する効果があるとされている。都市中心部また

はその周辺で空地が積極的に利用されたり、駐

車場や低利用地が高度利用に転化されたりすれ

ば、この効果があったといえるであろう。この

ような土地利用の高度化は、市街化区域内の農

地においてすでにみられる。今回の改正の結果、

宅地並課税と引き替えに開発を選択した農地に

おいては、アパートなどの建築が進行している。

その限りにおいてはこの仮説は実証されている。

しかし、それ以外の市街地においては、土地

の高度利用化はまだほとんどみられない。それ

には、十分な理由がある。地価税は昨年から徴

収され始めたが、地価税が課せられている土地

はほとんどが容積率の限度まで利用されている

土地保有税および土地譲渡税の経済効果 3 

nishimura
テキストボックス
(目良氏写真)



土地であるために、一層の高度利用は不可能で

あることが一つの理由である。固定資産税や都

市計画税の評価率の上昇による保有税の強化は、

まだ始まっていない。来年度に評価額が大幅に

増大する予定になっているが、税額の増大は数

年かけて行われるため、土地所有者が高度利用

を決定するにはまだ時間があると考えられる。

さらに、より大きな要因は、経済の不況である。

近年の不況の結果、建築スペースへの需要は減

退してきているのに対して、好景気時代に計画

され、建築された建物が続々完成してきている。

少なくとも現在は、新規に業務スペースを建設

すべき時ではない。

この土地利用効率の高度化効果は、建築スペ

ースの供給を増大することにより、実質の土地

供給を増加することになるので、地価を実質的

に引き下げることになる。ただし、地価税の対

象となる土地については、容積率などの制限に

よって、もはや土地利用の高度化が不可能なと

ころが多く、この効果はあまり期待できない。

固定資産税などの一般的保有税の強化の結果

として、土地利用の高度化が進行することが期

待されよう。しかし、容積率、高度制限、各種

斜線規制などによって、より高度な利用が実質

的に不可能な場合が多く、それを推進するため

には、これらの建築・都市計画的な規制も同時

に緩和していかなければならない。

2土地譲渡税の強化の効果

土地の譲渡益に対する課税が、全面的に強化

された。超短期のキャピタル・ゲインはほとん

ど100%の課税である。長期保有の譲渡益に対

しては26%から39%に強化された。このような、

土地譲渡税の強化は、 2種類の効果をもっと考

えられている。第 1は、課税の強化によって、

土地から期待される実質の収益が減退するので、

地価を下げる効果である。第2は、土地所有者

が土地を売り渋る「凍結効果Jをもつので、土

地の供給が減少し、地価を上げる効果である。

現在の日本の経済においては、第 lの効果は
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明らかに働いていると思われるが、現在は地価

の下降期なのでそれ自体の効果を観測すること

はできない。第2の凍結効果は強く働いている

と考えられるが、地価上昇の効果は他の要因の

地価を下落させる力が大きいためにこれも観測

できない。凍結効果が働いていることは、土地

取引の停滞のデータから読み取れるが、業界の

人々の判断によると、今回の凍結効果はきわめ

て著しいとされている。

その大きな理由は、譲渡所得税率の周期性で

あると思われる。戦後、税制はかなりの変遷を

とげてきたが、譲渡所得税ほどにしばしば変動

した税はないであろう。土地投機が問題とされ

るごとに、税率が強化され、土地供給の促進が

急務と感じられるごとに、税率が緩和されてき

たのである。最近では1988年に26%に緩和され

たばかりである。今回の税率の強化を多くの土

地所有者は周期的変化の一環であると考えてい

ると思われる。あまりにも頻繁に税率を上げ下

げしているために、高い税率のもとで土地を手

放す人はますます少なくなるのである。マクロ

経済において、合理的期待形成によって、安定

的成長がなかなか得られないように、土地譲渡

益の課税強化によって、土地の投機を抑えよう

としても、安定的解決にはならないのである。

3土地税制の景気変動・信用不安効果

これらの土地税の強化が伝統的な効果をもつ

ことは当然であるが、今回の税制改正において

はそれ以外の効果をもったことによく注目する

必要がある。そして、その影響は伝統的に知ら

れたものよりもはるかに、社会的に重大であっ

たと思われる。それらは景気変動効果と信用不

安効果である。これらの効果は、地価下落効果

の2次的影響と考えることもできるが、重要な

効果であるので、分けて議論する。

1980年代後期の地価の急騰がバブルであった

のか、または正常な需要と供給に基づいたもの

であったのかについては、識者の意見が分かれ

るが、政府の土地対策が地価を大幅に下落させ



ることだけを目的として、集中豪雨的に計画さ

れ、実施された。あまりにも冷静さを欠いてい

たために、起こりうる多くの副作用を見逃すこ

とになった。これらの効果は冷静に考えれば予

想できたことなのである。

土地取引の監視区域制度の設定、一時的で、は

あったが高金利政策、そして不動産関連の融資

の総量規制などによって、不動産業界は厳しい

状況に立たされた。その悪条件をさらに徹底さ

せたのが、土地税の全面的強化であった。これ

によって、不動産業の動きは実質上の停止状態

になった。建設は融資の中断によって中止せざ

るをえなくなり、地価の下落が始まり、土地の

実質的売買が停止した。下落が予想される土地

を買う人はいないので、ある。

建設需要の減退や土地取引の減少が国内にお

ける総需要を減退させる要因になったことは明

らかであるが、地価の下落が、「逆資産効果J

を通じて需要の減退を加速したことも、不況を

一層悪化させた重要な要因である。資産とはス

トックであるが、資産が増大すれば消費も大き

くなり、逆に、資産が縮小すれば、消費も減退

するという関係が、資産効果であり逆資産効果

である。 1990年までの好況は多分に資産効果に

よるところが多く、それ以後の不況は主に逆資

産効果によるものであると考えられる。株式お

よび土地の価値において、 1992年の末までに日

本国民はすでに1,000兆円を失ったと推計され

ている。この逆資産効果によって、一般の消費

需要は減退し続けている。以前に、政府関係エ

コノミストが口を揃えて表明したように、単に

地価だけが下落し、フローの経済活動に何らの

影響を与えないならば、地価の下落は公正な資

産の分配の観点から正当化できるかもしれない

が、所得と消費を著しく減退させたのであるか

ら、土地税の強化はより慎重に行われるべきで

あったといえよう。

上記の景気変動効果と関連しているのが、信

用不安効果である。日本の金融機関による信用

供与は多くの場合、土地を担保としてなされる。

したがって、地価の下落は信用不安を引き起こ

す。日本全国の都市地域の地価がおしなべて下

落するとなれば、問題は深刻である。特にそれ

以前の景気拡大期に、精一杯借入した企業が多

かったために、その影響は深刻であったし、現

在でもその問題は解決していない。さらに不況

が加わって、事態を悪化した。元金どころか利

子分の返済もできない企業が続出してきたので

ある。このようにして発生した不良債権の額は、

公式記録によると11兆円とされているが、実際

にはその数倍はあると推定されている。この不

良債権の整理には特にそれに対する政府の対策

が施されなければ、相当の時聞が必要であると

みられるが、それがおおかた整理されるまでは、

本格的な景気回復は望めないであろう。このよ

うにして、信用不安効果は景気変動効果に影響

を与え、国民の生活水準を悪化させるのである。

まとめ

1991-92年の土地税制改正における土地税の

強化は、あまりにも性急に行われたために、そ

れが狙った効果を達成することもできず、また

それがもたらすマクロ経済的悪影響についても

正しく予想することができなかった。第 lに、

土地保有税の強化の一次的影響によって、一般

勤労者の土地購入が容易になるという誤った考

えがあったと思われる。政府は地価を下げるこ

とだけを狙っていた。第2に、土地保有税の強

化による土地利用効率の高度化は、他の物的規

制の緩和を伴わなかったために、その効果が大

幅に限られざるをえない状況におかれている。

第3に、土地税の大幅な強化は、その景気変動

効果と信用不安効果を通じて日本経済を深刻な

長期の不況に陥れることになり、全国民を貧窮

化させることになった。この不況は、その規模

からも、その期聞からもきわめて大きいもので、

この税制改正は戦後の経済政策としては最大級

の失敗であったといえよう。その意味では、土

地税制は経済政策の根幹的地位にあるとも考え

られる。

土地保有税および土地譲渡税の経済効果 5 



エディトリアル・ノート

本号の論文は、土地利用の動学 も利潤が得られないという「効率 果たしていると仮定している。し

的効率性を検討した西村論文、不 的な」資産市場の条件にも対応す かし、現実の土地利用規制すべて

完全競争の下での最適土地課税の るものである。そこで、土地利用 がそうした経済合理性をもってい

あり方を吟味した小西論文、イギ の効率性について、土地の超過収 るかどうかは疑問である。

リスにおける住宅開発地域におけ 益率（実質地代十土地開発の実質 加えて、日本の農業は、米作に

る土地価格付けを実証分析した中 限界費用一国際的実質利子率）が、 ついては閉鎖経済に近く、しかも

井論文からなっている。いずれも 系列相聞をもっているかどうかを 米価が政府によって規制されてい

意欲的な論文であり、日本の土地 テストすることによって行われて るので、仮に最適な土地利用の必

利用政策、土地税制、土地価格に いる。 要条件が満たされていたとしても、

対して多くの示唆を与えてくれる。 本論文における検討結果によれ 土地の効率的利用が行われていた

ば、農地については戦後の時期に とはいえないことも留意すべきで
＊ ＊ ＊ 

は、 1969年の「農業振興地域の整 あろう。

まず、西村論文「土地利用の動 備に関する法律」にもかかわらず また、市街地の土地利用は、

学的効率性と地価jは、開放経済 土地の効率的な利用が行われてい 1970年代以降は効率的であったと

下の成長理論の立場から日本の土 ないことが示されている。さらに、 する結論は、本誌1993年夏季号の

地利用の効率性を検討したもので 1980年代以前と以降をわりてみる 井出・中神論文の、 1980年代には

ある。 と、有効利用が行われていない理 土地価格が、長期的に均衡値に収

従来の研究と比べて、土地利用

の効率性に関する評価をマクロ的

かつ動学的な観点から行っている

ところに斬新さがある。さらに、

日本の地代の推定など不完全なデ

ータの壁を乗り越えて、土地利用

の動学的な効率性を実証的に分析

していることも意欲的である。

由が異なっており、 1980年代以前 束せず発散するという結果と相反

には土地に対する過小投資、 1980 するものである。なぜ、異なった

年代以降では過剰投資があったと 結果が得られたか、今後の検討が

の結論が得られている。 期待される。

市街地については1968年の「新

都市計画法」以降の1970年代を除
申 ＊ ＊ 

いて土地の効率的な利用が行われ 小西論文「規模の経済性と産業

ていないが、 1970年代以降は土地 別土地課税の理論」は、規模の経

具体的には、小国経済において の有効利用と整合的であったとい 済が存在し、不完全競争の下にあ

時間を通じて国富関数の最大化が う結論が得られている。 る産業が存在する経済について、

行われている場合、最適な土地利 本論文での結論は、もとより多 差別的な固定資産税が与える経済

用の必要条件が満たされているか くの仮定やデータの制約の下で得 効果の問題を扱っている。本論文

どうかをチェックすることによつ られたものである。例えば、開放 においては、最適な土地課税問題

て土地利用の効率性を評価してい 経済の下で小国の土地賃貸市場が を税収最大化と消費者の効用最大

る。 競争的であり、かつまた取引費用 化の 2段階に分けた接近方法が採

ここで最適な土地利用の必要条 は無視しうる大きさであるとの仮 られている。

件とは、土地開発の限界費用が、 定を置いている。さらに土地利用 本論文で得られた検討結果は、

限界割引収益に等しいという条件 には外部性がなく、また現実に日 3つある。まず第 1に、完全競争

である。この条件は、資産市場に 本で行われている土地利用規制や 的な産業と不完全競争産業が存在

おける裁定取引の均衡条件、すな ゾーニングは、負の外部性を克服 しでも土地需要の生産弾力性が 1

わちそれ以上は裁定取引を行って するピグー的税・補助金の機能を である場合には、均一の固定資産

6 住宅土地経済 1993年秋季号



課税を行うことが望ましい。第2 自の調査に基づくデータ・ベース 地価格が残額評価法によって決定

に、土地需要の生産弾力性が 1を を利用してイギリスにおける住宅 されているとの事実を組み合わせ

上回る不完全競争産業の場合には、価格の決定要因を分析した論文で ることによって解釈しようとして

均一税率よりも低い固定資産税を ある。 いる。

課すことが次善の意味で望ましい。 イギリスでは、民間新規住宅供 しかし、実際には、開発業者の

第3に、効率的な物品税課税は、 給の大部分は、住宅開発業者によ 利潤率は、開発地域すべてについ

消費への査みと規模の経済への影 って行われている。しかも、土地 て同一ではない。高密度の開発地

響を考慮に入れたうえで行うこと 価格は、住宅価格が決定されたあ 域では、低い傾向がある。そこで

が望ましい。 と、残額評価法で決定されている。本論文は、土地価格の決定につい

第3の点については、ミエツコ すなわち、土地価格は、主として て、高密度開発地域と低密度開発

フスキー以来、産業別に異なった 住宅開発による総収入から建設・ 地域との間では土地所有者と開発

固定資産税が賦課される場合には、 インフラ整備・利子・手数料費用、 業者の価格決定に関する力関係が

生産物価格を押し上げる効果が発 利潤を差し号｜いた残差として決定 異なっており、高密度地域では土

生することはよく知られている。

本論文での検討結果によれば、固

定資産税に前方転嫁効果があり、

価格が上昇したとしても、価格を

一定に保つように物品税で調整で

されているといわれている。同時 地所有者の交渉力が強いのではな

に、イギリスにおいては、住宅の いかとの推測を行っている。

中古市場がよく発達しているので、 ところが、開発業者の利潤は、

新規住宅価格も中古価格との裁定 直接観察が可能でなく、推定した

関係によって決定される側面が強

きるとの前提条件が満たされてい い。

値を用いているので得られた結論

の解釈については慎重であるべき

であろう。高密度の開発地域の土

地価格は、へドニック・プライ

れば、固定資産税と物品税の組み

合わせによって税収を増加できる

本論文の実証分析は、イングラ

ンド東部地方で地域開発を行って

場合には、パレート改善的な税制 いる10業者から61の開発について ス・アプローチによれば、インフ

改革が可能であることが示されて 収集した土地価格、住宅価格など ラ整備がより進んでいるとの仮定

いる。最近の地価税のあり方につ のデータに基づいて行われている。の下では、当然高くなることが予

いても、多くの示唆に富んだ論文 このミクロ・データを用いた分析 想されるからである。

である。 結果によれば、実際に、住宅価格 日本の場合についても、分譲住

本論文においては、企業は、ク と平均土地価格には正の相関関係 宅の土地価格の決定がどのように

ールノー的な数量競争を行うこと がある。さらに、高密度の開発地 して行われているのか、興味深い

が仮定されている。ベルトラン型 と低密度の開発地の住宅価格を比 問題である。日本の場合には住宅

の価格競争を行う場合には、ダイ べると、前者のほうが低くなる傾 の中古市場が未発達であるのでイ

アモンド二マーリーズの均一固定 向がある。また、開発密度と平均 ギリスの土地価格決定方式とはか

資産税率が次善の意味で最適で、あ 土地価格の聞にも、正の相関関係 なり異なっているものと思われる。

るという結論が成り立つのかどう が現れている。 いずれにしても、将来日本とイギ

か検討することは、有益であろう。 本論文では、開発密度と土地価 リスの住宅土地価格の比較分析が

＊ ＊ 牢
格の正の相関関係を、単位面積当 行われることを期待したい。

たり費用や利潤率が一定であると (K. L) 

中井論文「英国の住宅価格の構 の仮定の下で、高密度の開発地域

成要素に関する実証分析」は、独 の住宅価格が低いという事実と土

エディトリアル・ノート 7 



土地利用の動学的効率性と地価

西村清彦

はじめに

市場経済は、現在存在する希少な資源をさま

ざまな生産用途に配分し（「共時的資源配分」

intra temporal resource allocation）、また投

資を通じて将来利用可能なこうした希少資源ス

トックを変化させる（「通時的資源配分Jinter 

temporal resource allocation）システムであ

るといえる。土地もまた、このような希少資源

の一つに過ぎない。したがって既成の土地の有

効利用と、新規の土地への投資（造成あるいは

転用）を考える際には、単に土地あるいは土地

関連の市場だけでなく、経済全体の資源配分の

効率性を考える必要がある。

しかしながら、従来の土地の有効利用、土地

投資に関する議論は多くの場合きわめて限定さ

れた視野からのものが大部分であったように思

われる。特に住宅問題とからめて土地問題が議

論される場合にはそれが著しい。住宅を供給す

る必要があるとの前提にたって、いかに土地供

給を増加させるかが議論されるのが普通であり、

経済全体での資源配分との関連が議論されるこ

とは少ないように思われる。

本稿の目的は 2つある。まず第 1に、経済全

体を視野にいれたマクロ的な土地有効利用評価

のフレームワークを提供し、かつ実際に検証が

可能なマクロ的土地有効利用の評価基準を導出

する点にある（第 1節）。その際に特に動学的

な視点と地価のもつ情報が強調される。

第 2に、日本の土地利用が動学的に効率的で

8 住宅土地経済 1993年秋季号

あったかどうかを、農地と市街地住宅地につい

て1955年から1990年までのデータを用いて検証

する（第 2節）。特に1968、1969年に制度上の

変化があり、日本の都市計画および農地利用計

画に大きな変化をもたらした点を勘案し、 1968、

1969年を境に土地利用の効率性に変化がみられ

るかどうかを調べることにする 1）。

l土地利用の動学的な効率性

(1）基本仮定

簡単化のために、不確実性は存在せず、生産

物は 1種類で、土地が唯一の生産要素である経

済を考えよう。この土地からの生産物を消費し

て消費者は効用を得る。また消費せずに新しい

土地の開発造成に生産物を充てる（すなわち投

資する）ことも可能である。また、生産物は国

際市場に輸出したり、国際市場から輸入したり

することも可能であるとする。ただし以下での

議論は生産要素として土地以外に資本、労働が

ある場合、また生産物が多種類にわたる場合、

土地が同質でなく多種類ある場合にもそのまま

当てはまる。さらには、輸出輸入が可能でない

生産要素や生産物がある場合でも、若干の追加

仮定のもとでここでの結論は変化しない九不

確実性はあとで導入する。

この経済は、世界経済の中では「小国Jであ

ると仮定する。すなわちこの国の規模は小さく、

生産物の国際価格および国際資本市場での利子

率はこの国の状態には依存せず、この国にとっ

て所与であると考える。この仮定は米国や現在



の日本のように世界経済に対する比重が大きい

経済では文字通りには成立しないだろうが、過

去の日本、また現在の大多数の国では成立して

いると考えられる。

この仮定のもとでは、あとにみるように生産

の効率性が消費の効率性と独立になり、生産の

効率性を効用ではなく、生産物の単位で表すこ

とが可能になる。これは第2節以降で土地利用

の動学的な効率性を実証的に検証する際に、困

難な個人間の効用比較をする必要がなくなる点

で重要で、ある。

(2）社会的に最適な土地利用

土地利用の動学的な効率性を考えるために、

まず政府が消費者の消費量および土地利用を完

全にコントロールしており、政府が社会厚生を

パレートの意味で最大にするように行動してい

る計画経済のケースを考えてみよう。政府は生

産物を国際価格で国際生産物市場に輸出するこ

ともできるし、国際生産物市場から輸入するこ

ともできる。また、政府は国際資金市場で国際

利子率で資金を運用することもできるし、国際

利子率で資金を借り入れることもできる。

小国の場合、生産物の国際価格と国際資本市

場の利子率が所与であるから、価格と利子率を

所与として行動する完全競争市場の個人と同じ

立場にある。したがって、よく知られているよ

うにへ計画経済の政府の問題は、①国富（現

在および将来の自国の生産物の国際市場での割

引現在価値）の最大化、と②国富を所与として

の消費の最適化、に分離することができる九

以下では簡単化のために、国際市場での生産物

価格は常に 1であり、国際資本市場に t期に貸

し出される資金 1生産物単位についてt+l期に

ft＋！の利子が支払われるとする。

次に、社会的に最適な土地利用のための必要

条件、すなわち国富（現在および将来の生産物

の割引現在価値）の最大化のための土地利用に

関する必要条件をみてみよう。現在の土地スト

ックは過去の土地に対する投資の結果であり、

にしむら・きよひニ

1953年東京都生まれ。 1975年東

京大学経済学部卒業。 1982年イ

工 ル大学 Ph.D.。1983年よ

り、東京大学経済学部助教授。

著書.Imperfect Competition, 

Differential Information and Mi 

crofoundations of Macro eco-

nomics (Oxford University Press) 

ほ力、

現在時点では変更することはできない。しかし、

将来の土地ストックは土地に対する開発投資に

よって左右することができる。

今、 t+l期に土地のストックを 1単位増加さ

せるために、 Gtの生産物を t期に開発に振り向

けなければならないとしよう。そしてt+2期期

首に土地ストックを現在の水準から 1単位増加

させる 2つの方法を比較してみよう。

まず第 1に、 t+l期期首に土地ストックを

増加する（すなわち t期に土地投資を 1単位す

る）方法がある。この場合、増加した 1単位の

土地からt+l期に生産物R1+1を得ることができ

る。他方、土地ストックの増加を I期ずらして

t+l期に土地投資を 1単位することにし、 t期

に土地投資に振り向ける予定であった開発費用

Qiを国際資本市場で、運用する方法がある。この

場合にはt+l期に (1十九1)Qi Q1+1の生産物が

手元に残る。社会的に最適な動学的土地利用で

は、土地ストック増加のタイミングをずらして

も生産物の割引現在価値を増加させることはで

きないから、この両者は一致しなければならな

い5）。したがって整理すると

r R1+1 + Q1+1 q, O 
t+l一一 一一りq, 

(1) 

を得る。

次に、（1）式より、すべてのs注t+lについて

Qs=(l +rs+1）一1(Rs+1十Qs+1）が成立するので、こ

の式を（1）式のQt+lの部分に逐次代入し、最適性

の必要条件である横断面の条件を勘案すること

で、次の条件を得る。

q，＝主（主0~）R1+s+1 (2) 

土地利用の動学的効率性と地価 9 
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この（2）式は、社会的に最適な土地利用がなさ

れている場合には、土地開発の限界費用が、土

地開発からの限界割引収益に等しいことを示し

ている。

次に、 (1)が成立していないケースを考えてみ

よう。一方で、もし（1）式で国際利子率r1+1が土

地からの「収益j(R山＋Q1+1-Q1)/q1よりも大き

いとするならば、土地造成をやめて国際資本市

場で運用することで国富を増加できるわけだか

ら、土地に過剰投資していることになる。他方、

もし逆に国際利子率のほうが土地からの「収

益」よりも小さいならば、運用している資金を

土地造成に振り向けることによって国富を増加

できるので、土地に過小投資していることにな

る。

不確実性が存在する場合には、この条件が事

後（expost）に常に成立するようにするのは

不可能である。しかし上式は事前（exante) 

には常に成立していなければならない。すなわ

ち

ri+i =E/ R1+1 +Gt+i-Qt) 

¥ Qt I 
(3) 

ここでE1は、 t期の情報に基づく期待値であ

る にこでt+l期に支払う利子はt期に確定

していることに注意する）。

(3）式は市場経済の資産市場で、投資家がリス

ク中立的で、情報が効率的に価格に反映されて

いる場合に導出されるnoarbitrage condition6> 

と呼ばれている条件と同じ形をしている。しか

しながら、以下の 2点に注意する必要がある。

第 lに、資産市場の情報効率性の条件では、 Qt

は資産価格であるのに対し、われわれの最適土

地利用条件では Qtは土地ストック増加の限界

費用である。第 2に、資産市場の情報効率性の

条件では no-arbitrageconditionは市場の均衡

条件だ、ったのに対し、（3）式は最適土地利用の必

要条件である。しかし第 1節（3）でみるように両

者の聞には密接な関係がある。

以上、土地利用には外部性がないとの仮定の

下で、最適な土地利用の必要条件を導出した。

10 住宅土地経済 1993年秋季号

しかしながら、土地利用を無秩序に行うと、用

途の混在から生じるさまざまな外部性が存在す

る。工場と住宅の混在による環境の悪化、農地

と住宅地の混在によって生じる農地の細分化、

分散化に伴う不経済がしばしば指摘される。都

市計画や農地利用計画に基づくゾーニングによ

る土地の利用制限は、無秩序な土地利用からく

るこのような負の外部性を克服する手段のーっ

と考えられてきた。

日本では、都市的な土地利用については、

1968年に制定された新都市計画法が、農業の土

地利用については1969年に制定された「農業振

興地域の整備に関する法律（農振法）Jが重要

な土地利用規制となっている。

新都市計画法に基づく土地利用規制の特徴は、

「線引き」制度と用途地域の指定に端的にあら

われている。用途地域の指定は、上述した用途

の混在から生じる環境の悪化を抑える効果を期

待されていた。また「線引きjの制度は、既存

市街地を含めて市街化すべき地域（市街化区

域）と、農地を保全して市街化を抑制すべき地

域（市街化調整区域）を峻別することを意図し

たものであった。「線引き」は、 1968年の「市

街化区域及び市街化調整区域の設定並びに市街

化区域の整備の方策に関する答申」に基づいて

都道府県が地元の意見を聞きながら実施されて

いる。

これに対して農振法は土地利用規制を意図し

たものではなく、もっぱら農業振興に重点をお

く地域を定めたものであったが、結果として、

土地利用規制の役割を演じてきた。すなわち、

農振地域は、農用地と農振白地に分けられ、農

用地では、原則農地が保全されることから、一

般的には、宅地化に対して強い規制効果をもっ

てきたと考えられている。

こうした土地利用制限が用途の混在から生じ

る負の外部性を本当に克服しているかどうかは、

それ自体重要な問題であるが、本稿ではこの点

は取り上げない。ここではこうしたゾーニング

に基づく土地利用制限が有効で所期の目的のと



おり用途の混在から生じる土地利用の外部性を

解消していると仮定する。したがって、以下で

はゾーニングを所与として、土地の動学的有効

利用が達成されているかを検証することとす

る7）。

(3）市場経済での最適土地利用

次に、市場経済を考えよう。市場経済では価

格は市場によって決まり、土地利用、土地開発

も消費者の効用最大化、企業の利潤最大化行動

の結果として行われる。こうした市場経済での

土地利用、土地開発が社会的に望ましい水準に

あるか否かを検証するのがわれわれの目的であ

る。具体的には、社会的に最適な土地利用の必

要条件である（3）式が成立しているかどうか、成

立していないとするならば、どのようなバイア

スが生じているかを検討する。

この検証のためには、（3）式の土地の限界生産

性 Rt+1と土地開発の限界費用Qtを知る必要が

ある。そこで以下では、 2つの追加的な仮定

（競争的賃貸・土地供給市場と土地買い替えの

際の取引費用の無視）を置き、そのもとで第 1

節（2）で導出した社会的に最適な土地利用の必要

条件を実際に検証可能な仮説の形にする。した

がって以下で得られる仮説は、最適土地利用の

仮定と、上記2仮定の複合仮説になっている。

この複合仮説を第2節で検証することになる。

一般に経済発展の進んだ国では土地保有の集

中度は低く、土地賃貸市場、新規に造成された

土地の市場、既成の土地の市場ともに多くの供

給者が存在し、競争的な市場となっているのが

通例である。日本においても、戦後はこの仮定

が成立していると考えるのが自然である。また

日本を含めて、土地の売買にはさまざまな取引

費用がかかることが指摘されているが、その中

でも実現キャピタルゲイン税が大きな比重を占

めており、金融資産と土地資産との裁定取引を

困難にする主要な要因となっている。しかしな

がら、日本を含めて多くの国で買い替えに関し

てはキャピタルゲイン税を大幅に減免するさま

ざまな措置が取られており、したがって土地を

買い替えるような裁定取引は日本を含めて多く

の固で比較的小さい取引費用で可能である。

土地賃貸市場が競争的ならば、土地の賃貸料

は土地利用の限界費用 R1+1に等しくなる。ま

た新規の土地の供給の市場が競争的ならば、新

規造成の土地の価格は新規造成の限界費用 Gt

に等しい。また、土地市場が競争的ならば、既

存造成済み土地と新規造成の土地との聞の裁定

取引が土地の価格を決めることになる。そこで、

土地買い替えの際の取引費用が十分小さいなら

ば、既存の造成済み土地の価格は新規造成の土

地の価格、すなわち新規造成の限界費用に等し

くなる。なぜなら、もし既存の造成済み土地の

価格が新規造成の土地の価格を上回れば、既存

土地の所有者はその土地を売って新規造成の土

地を買うことでリスクのない利益を得ることが

できるし、逆に新規造成の土地の価格のほうが

高ければ、土地の造成者はその土地を売って既

存土地を買うことによって、リスクのない利益

を得ることができるからである。つまり、土地

市場が均衡にあるためには、既存造成済み土地

の価格は新規造成の土地の価格、したがって新

規造成の限界費用 Gtに等しくなる。

以上の 2つの仮定の下では、最適土地利用の

必要条件（3）は、土地の市場実質収益率｛（市場

実質賃料＋土地からの実質キャピタルゲイン）／

（実質土地市場価格）｝と国際利子率の差、すな

わち超過収益率の期待値がゼ、ロであることを意

味する。（以下「実質」とは、「生産物の単位で

評価した」という意味である。）すなわち、超

過収益率 Ut+t

u ニ R1+1+Q1+1 Gt 
t+l lt+l 

Lit 

lま

E1Ut+1=0 (4) 

であり（E1はt期に利用可能な情報に基づく期

待値）、期待値 E1の性質から Ut+tは系列相聞

をもたない。この性質は国際利子率、土地の市

場実質帰属賃料、市場実質土地価格のデータに
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よって検証することが可能である。これを第2

節で農地と市街地について検証することにす

る九このように市場が競争的で、土地の裁定

取引にかかる取引費用が無視できる場合には、

地価が土地開発費用と等しくなることに注意す

る必要がある。したがって、この 2つの追加仮

定が少なくとも第 1次近似として当てはまる場

合には、地価を用いて土地利用の動学的な効率

性の検証が可能になるのである。その場合（4）式

は、すでに述べたように企業金融の分野で、投

資家がリスク中立的で、情報が効率的に価格に

反映されている場合に導出される no ar-

bitrage conditionと同じになる。したがって、

いわゆる情報の意味での資産市場の効率性の検

証が、同時に動学的な土地の有効利用の検証と

して用いることができるのである。

市場経済での土地利用は、市場参加者の将来

に対する予想に依存する。土地市場が競争的で、

取引費用が無視できるような市場でも、市場参

加者が予想、を誤れば、情報の意味での効率性

(no-arbitrage condition）は満たされず、土地

の最適利用はなされない。例えば、農地に対す

るゾーニング規制がゆるめられ、市街地化する

といった誤った予想が生じた場合には、農地を

非効率にしか利用していない農民でも、将来の

価格上昇を予想してその農地を保有し続げ、非

効率に利用し続けることが考えられる。その農

民は、正しい予想、に基づいた農地価格ではその

農地を手放そうとしないからである。

2日本の土地利用：農地と市街地（住宅地）

(1）対象となる土地と対象とする時期

もしゾーニングがなく、投資家が農地と市街

地を自由に売買できるならば、農地と市街地を

別個に扱う必要はない。しかしながら、日本で

は農地の売買が主として農業に従事するものに

限られてきた経緯があり、市場の参加者の性格

が市街地市場と農地市場では大きく異なる。本

稿ではこの点の影響を考慮して、農地と住宅地

を別個に扱うことにする。

12 住宅土地経済 1993年秋季号

本稿では、戦後の期間として農地および市街

のデータが同時に利用可能になる1955年から

1990年をとる。そして日本の土地利用規制が、

1968年の新都市計画法と1969年の農振法で明確

になったことを念頭にいれて、さらに期間を

1969年までと1970年以降の 2つの期間に分けて、

土地利用の効率性に変化があったかどうかを調

べることにする九

以下の実証研究では、農地として水田、市街

地として六大都市住宅地を対象とする。この 2

者を選んだ理由は、単に実証研究でのデータの

利用が可能で、あったのがこの 2者であっただけ

でなく、しばしばこの 2者が農地と市街地の代

表例として取り上げられるからである。

データ：国内名目利子率、名目市場土地価格、

名目市場地代

(4）式は、土地の実質市場地代 R,+1、実質市

場土地価格Gt、そして国際実質利子率 ft＋！に基

づいている。ここで実質とは、国際市場での生

産物の価格で実質化したものを指す。

日本が直面している国際市場での実質利子率

は直接には観測できないが、資本移動が自由な

らば、小国の園内の実質利子率は国際市場での

実質利子率に等しくなり、名目利子率は国際市

場での実質利子率に予想、インプレーション率を

加えたものに等しくなる。資本移動が問題にし

ている期間で完全に自由であったわけではない

が、以下では第 1次近似として園内名目利子率

が国際実質利率と予想インプレーション率の和

であると仮定する。

また、土地の予想名目収益率は予想実質収益

率に予想インフレーション率を加えたものであ

る。そこで（4）式の予想実質超過収益率は、予想

名目土地収益率｛（名目地代＋予想名目キャピ

タルゲイン）／名目価格｝と圏内名目利子率（国

際利子率＋予想インプレーション率）の差（予

想名目超過収益率）に等しくなる。したがって

(4）式の検証には、国内名目利子率と名目市場地

代、名目市場土地価格のデータがあればよい。

以下では、まず国内名目利子率について議論



し、水田の市場地代と市場価格については第2

節（2）で、六大都市市街地住宅地の市場地代と市

場地価については第2節（3）で議論する。（4）式の

検証の結果はそれぞれに掲げられている。

農地、市街地住宅地の分析両方で、圏内名目

利子率として、東京コール市場無条件物年間平

均名目利子率（年率換算）を用いることにする。

その理由は、戦後の期間に利子率の人為的な統

制が続いたなかで、コール市場レートがこの期

間全体を通じて統制のない市場利子率に比較的

近いと考えられるからである。データは日本銀

行「経済統計年報jに依拠している。

表 1ー全国農地の土地有効利用のテスト

水田の超過利益率

期 間 の自己相関係数

( t 値）

全期間 0.6730413 

1955～1989 (5.626434) 

農振法以前 0.5814491 

1955～1969 (3 .1523761) 

農振法以後 0.7372462 

1970～1989 ( 4. 3059201) 

図l 全国水田の超過収益率の推移

0.28 

0.26 

0.24 

0.22 
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0.04 

0.02 

。
0.02 

-0.04 

0.06 

-0.08 
1955 1960 

結 果

有効利用され

ていない

有効利用され

ていない

有効利用され

ていない

1965 1970 

(2）農地一一水田価格と帰属水田地代

以下で農地利用の効率性を水田を例としてみ

るが、水田の場合は生産物である米が食料管理

制度の直接的な統制の下にあるので、最適土地

利用の必要条件について議論を補足する必要が

ある。

日本を含めてほとんどの先進諸国で政府は農

産物市場に直接間接に介入している。その根拠

として農業には外部性があり（例えば社会の安

定性・環境・安全保障の面で）、政府の介入は

この外部性からくる資源配分の歪みを是正する

ために行われているとされている。これが正し

ければ、統制の下での農産物価格は社会的な土

地の限界生産性を表していることになる。この

主張が正しいかどうかはそれ自体検討する必要

があるが、本稿では第 1次近似としてこの主張

が正しいとして分析を進めることにする 10）。

水田価格のデータとしては、日本不動産研究

所の「田畑価格調」による中等級の水田の価格

を用いている。市場水団地代については、戦後

の農地改革以後、農地の賃貸市場がほとんど無

視できるくらいに未発達であり、特に1970年代

までは強い統制の下にあったので、信頼できる

1975 1980 1985 1990 （年）

土地利用の動学的効率性と地価 13 



データが存在しない。そこで本稿では帰属水団

地代を推計し、それを市場水団地代として利用

することにする。帰属地代は農水省の米生産費

調査の「販売農家」（米を600kg以上生産してい

る農家）のデータから

帰属地代＝収入一材料費家族労働の帰属賃

金一資本ストックの帰属および実

際のレンタル料

の式より推計したものである II）。両者ともに名

目値である。これより農地の名目収益率を推計

し、それより日本銀行「経済統計年報」より得

られる名目コールレートを減じて農地の超過収

益率としている。

この方法によって農地の超過収益率は全国平

均、地域平均、各都道府県平均が推計できるが、

その動きは一部の例外12）を除き全国平均の動き

と大きな差がないので、以下では全国平均の結

果を示すことにする。

この水田の超過収益率の自己相関モデルを最

小自乗法で推計した結果は表 1にまとめられて

いる。図 1は超過収益率の年次推移を表してい

る。

表lから、水田の超過収益率には全期間を通

じて強い自己相闘がみられ、土地の有効利用の

条件式（4）が満たされていないことを示してい

る1九これは、農地市場の参加者に対する制限

から、水田が必ずしも市場で最も有効に水田を

利用する者の手に渡っていなかったことを示唆

する。特に水田の超過収益率の自己相聞は、

1970年以前にも、また1970年以後にも同じよう

にみられる。したがって、この時期からみられ

る農地の流動化対策は、農地の有効利用には大

きな影響を与えなかったことがわかる。このこ

とは図 1からも確かめられる。したがって、戦

後の日本の農地の利用は効率的ではなかったと

いえる。

図1はまた、日本の農地利用に存在したバイ

アスについての示唆を与えている。 1980年代ま

で (1960、1961年を除いて）水田の超過収益率

は正で、平均でも高い超過収益率となっている。
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これは本稿のフレームワークでは水田に対する

過小投資、他の用途の農地からの水田への転用

が不足していたことを意味する。これに対して

1980年以後水田の超過収益率は負に転じ、しか

も次第にマイナスの幅が増加しており、 1980年

以後水田に対する投資は過剰であるが、水田か

ら農業の他の用途への転用が進んでいないこと

を示している。

(3）市街地住宅地一一六大都市住宅地価格と六大

都市帰属地代

昭和50年をベンチマークとして、以下のよう

にして六大都市市街地住宅地の名目価格と名目

地代を推計している。昭和50年については、横

須賀法律事務所の「継続賃料調べ」に、家賃・

建物名目価値比率、家賃・土地名目価値比率の

東京都平均の調査がある。ここでは六大都市で

この比率が同じと仮定し、総務庁の「小売物価

調査」の昭和50年調査坪当たり六大都市家賃平

均から、その家賃をもたらす六大都市住宅地価

値と建物価値を推計する。

昭和50年以前と以後について、土地価値につ

いては日本不動産研究所の「市街地価格指数J

の六大都市住宅地価格指数を用いて延長し、建

物価値については、日本不動産研究所の「全国

木造建築費指数」を用いて延長する。

市街地の場合についても、信頼できる地代の

データが存在しないために、以下のような推計

法で帰属地代を推計し、それを用いることにす

る。まず、建物価値から建物の名目ユーザーコ

ストを（名目利子率十減価消却率建物の予想

キャピタルゲイン率）によって推計し、小売物

価調査の六大都市坪当たり名目家賃から建物の

名目ユーザーコストを減ずることで帰属地代を

推計している。ここで減価償却率としては定率

11%としている。ただし、以下の結果の定性的

な結果は減価償却率には依存しない。建物の予

想キャピタルゲイン率は、過去3年の建築費の

上昇率の移動平均をとっているl九この土地価

値と帰属地代から、六大都市住宅地の名目収益



率を第2節（2）の農地と同様に推計し、それから

名目利子率を減ずることで、六大都市住宅地の

超過収益率を推計している。

この住宅地の超過収益率の自己相関モデルを

最小自乗法で推計した結果は、表2にまとめら

れている。また、超過収益率の年次推移は図 2

にまとめられている。

表2より、全期間をみれば、農地と同じく市

街地住宅地についても超過収益率の有意な自己

相聞がみられる。しかしながら、期間を新都市

計画法以前と以後に分けると、新都市計画法以

前では強い有意な自己相聞がみられるのに対し、

新都市計画法以後では自己相関は有意ではない。

表2一六大都市市街地の土地有効利用のテスト

住宅地の超過利益

期 間 率の自己相関係数 結 果

( t値）

全 期 間 0.5474809 有効利用さ

1955～1989 (3. 6273632) れていない

新都市計画法以前 0.6448091 有効利用さ

1955～1969 (3.049978) れていない

新都市計画法以後 0.3221588 有効利用と

1970～1989 (1.4018678) 整合的

図2一六大都市住宅地の超過収益率の推移

0.5 

0 4→ 

0.3 

0.1-' 

。

-o 1 

0.2 
1955 1960 1965 1970 

したがって、新都市計画法以前では市街地住宅

地は有効利用されていなかったが、新都市計画

法以後では有効利用と整合的である。この点は

農地の場合と大きく異なる。

この点は図2からも確かめることができる。

1970年以前では正の超過収益率が続き、強い自

己相関を裏付けているが、 1970年以後の正の高

い超過収益率が続くことはなくなっている。こ

のことはまた、 1970年以前では市街地住宅地に

対して過小投資であったが、それ以後は明快な

過小あるいは過大な投資の兆候はみられない。

おわりに

本稿では、従来あまり取り上げられることの

なかった、土地利用のマクロ的動学的効率性に

ついて、分析のフレームワークを与えた。特に

土地市場が競争的で買い替えの場合には取引費

用が小さいことを勘案すると、土地のマクロ的

動学的効率性の必要条件として、土地市場の情

報の意味での効率性条件があることが明らかに

され、それに基づいて戦後の期間で日本の水田

と住宅地が動学的に有効利用されてきたかどう

かを検討した。得られた結果は、次のようにま

1975 1980 1985 1990 （年）
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とめることができる。

水田については、 1955年から1990年の全期間

を通じて動学的な有効利用がなされていないと

いう結果が得られた。ただし、非効率性の性質

が1980年以前と以後とで異なる。 1980年以前の

データは水田に対する過小投資を示唆している

のに対し、 1980年以後は過剰投資を示している。

これに対し住宅地については、新都市計画法以

前は動学的な有効利用がなされず、住宅地に対

して過小投資であったのに対し、新都市計画法

以後は動学的な有効利用と整合的である。

最後に、本稿の結果と特に市街地についての

既存の議論との関連をみてみよう。西村（1991)

は、実質キャピタルゲ、イン率で超過収益率を代

表させ、土地市場の情報の意味での効率性を地

価のランダムウオーク仮説に還元し、検証して

いる。その結果は、戦後の全期間においてラン

ダムウオーク仮説は否定されるが、東京圏の住

宅市場と全国の工業地の市場をみると1967年以

後はランダムウオーク仮説と整合的であること

を示唆している。本稿はこの研究を発展させ、

超過収益率を推計したものであり、本稿の住宅

地超過収益率の推計が東京都のデータに主とし

て依拠したものとなっていることを勘案すれば、

本稿の結果は西村（1991) と整合的になってい

る。また井出・中神（1993）によれば、 1970年

代から1985年頃までは、市街地価格の動きが効

率性を満たしていた可能性が高いことを示して

おり、本稿の結果と整合的である。

本稿を終えるにあたって、経済政策上の含意

について付け加えておきたい。本稿の結果から

第 1に農地については、 1980年以前では他の種

類の農地に比べて水田が相対的に少なく、他の

種類の農地からの水田への転用や新しい水田の

開発を誘導することによって、より有効な土地

利用が可能であったことを示唆している。これ

に対して、 1980年以降は水田は相対的に過剰で

あり、他の用途への転用をより強力に誘導する

施策を取る必要があった。いずれにせよ、政府

による強力な農地利用誘導政策が必要であった

16 住宅土地経済 1993年秋季号

といえよう。

市街地住宅地に関しては、 1969年以前は水田

と同じように相対的に少なく、市街地化内農地

からの転用や、住宅地の新規開発への強力な誘

導政策が必要であったと考えられる。これに対

し、 1969年以降は住宅地は総体としてははっき

りと過剰であるとか、過小であるといった兆候

はみられない。したがって住宅地総体で考える

ならば、はっきりとした住宅地増加誘導政策の

必要性は1969年以降は明確にはみられない。し

かしながら、本稿の結果はマクロ的評価である

ことに注意する必要がある。マクロ的には誘導

政策が不必要で、あっても、地域によっては強力

な住宅地誘導政策が必要になる可能性があるか

らである。

［付録］

以下では、第 1節の議論の基となっているモデ

ルを簡単に紹介する。代表的個人と、代表的企業

からなる小国を考えよう。生産物は 1種類で、代

表的個人の消費量をcとするとその効用関数はu(c)

である。土地が唯一の生産要素であり、代表的企

業はkの土地から生産物f(k）を収穫する。生産関

数fは収穫逓減を満たす（f'>O;f"<O）。生産物は、

土地の増加に用いることもできる。土地を 1だけ

増加させるためには、 g(i）の生産物が必要である

とする。（あるいは、土地の量は一定であるが、生

産物g(i）を投入することで生産性が上昇し、 iだ

け土地が増加したのと同じ生産が可能になると考

えてもよい。）

生産物は国際価格p （以下では簡単化のために

国際価格は一定で 1に等しいとする）で国際市場

で売ることもできるし、購入することも可能で、あ

る。政府は国際利子率rで資金を借り入れること

も貸し付けることもできる。

政府が消費と生産をコントロールし、代表的個

人の効用を最大化しようとしている計画経済を考

えよう。今、 tを時点を示すとすると、代表的個人

の割引率を βとして、政府は代表的個人の現在と

将来の効用の割引現在価値

~.~；；：呂β'u(c,),



を最大化する。その際の制約として、国際市場で

販売可能な生産物xを決定する生産技術の制約

Xtニ f(k,) g(i,) 

と、土地量の変化を示す遷移式

kt+! ktニ it

と、いわゆる noPonzi game条件

主（重品；）ぺ（立市）ct

および初期条件

ko=k。
カまある。

以上の定式化から明らかなように、政府の最大

化問題は、現在および将来の生産物の現在価値の

最大化（その最大値を国富w(ko）と呼ぶ）

w(ko）可（急（立ι）｛t(kt）仇1 kt)} 

s.t. koニ k。
と、国富w(ko）を所与とした、現在および将来の消

費計画の最適化

円~lx呂β'u(ct)

s.t. ~（主止）ct勾（ko)

に分離できる。そして国富の最大化の必要条件で

ある Eulerの差分方程式から

-f'(kt+1) + g'(kt+2 k +!) 
g’（kt+! k,) 

1 +r,+1 

を得る。これから

q，三g'(k,+1-kt) ; and Rt+1三 f’（kt+1)

と置くと本文（1）式が導出される。

J王

1) この論文は、一部 Nishimuraand Sasaki (1993) 

および Takeuchiet al. (1993）に負っている。

2) 輸出輸入の可能でない生産要素の供給が非弾力的

で、輸出輸入の可能でない生産物の需要も非弾力的

である場合には、以下の議論はそのまま成立する。

3) 例えば、 Blanchardand Fischer (1989）第 1章を

参照。

4) ここで小国の仮定が重要となる。小国でない場合

にはこのような分離ができない。

5) 例えば西村（1990）を参照。

6) 裁定取引によって正の利潤を得ることができない

という条件をいう。正の利潤が得られるような裁定

取引の機会が存在すれば、その機会を利用しようと

する誘因が投資家に存在するので、市場は均衡状態

にないことになる。

7) もう一つの見方としては、ゾーニングや政府規制

を所与とした、 secondbestの問題として最適利用を

考えることができる。この場合には、ゾーニングや

政府規制は生産関数や土地供給関数の関数型を決め

るパラメータと考えることができ、その場合も（3）式

はsecondbestの意味での最適土地利用の必要条件で

あると考えられる。

8) ここで、（4）式が最適利用の必要条件であるが、十

分条件でないことに注意する必要がある。すなわち、

(4）式が成立していなければ、それは最適利用がされ

ていないことを示すが、（4）式が成立していても、必

ずしも土地の最適利用がされているとは限らない。

例えば、国内生産物市場が何らかの理由で国際市場

から隔離され、ー企業によって独占されている場合は、

(4）式が成立していても、土地が最適利用されている

とはいえない。

9) 戦前および農地改革直後の時期の農地利用の効率

性については、 Nishimuraand Sasaki (1993）を参

照されたい。

10) もう一つの見方として、政府の政策（米価政策・

減反政策）を所与としての secondbest問題として、

農地利用の効率性をここでみていると解釈すること

も可能である。

11) 詳しくは Nishimuraand Sasaki (1993）を参照。

12) 北海道が例外である。北海道については後述する。

13) 北海道は例外で、自己相関が有意ではない。

14) 小売物価調査の家賃調査は、調査対象の変動でこ

の期間中いくつかの断絶があるので、本推計では小

売物価調査に接続の仕方が明示されている場合には

その方法を、明示されていない場合には明示されて

いる場合に準拠して接続を行っている。詳しい接続

の仕方やその他帰属地代の推計方法については、著

者まで問い合わせられたい。
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規模の経済性と

産業別土地課税の理論

小西秀樹

はじめに

本稿では、完全競争あるいは不完全競争的な

多数の産業から構成される経済について、効率

的な用途別土地課税のあり方を、最適課税理論

の視点から考察する。

産業間で共通に利用される生産要素に対して、

産業別に独自の税率を設定するべきか、あるい

は、共通の税率にするべきであるかという問題

は、 Diamondand Mirrlees (1971）の先駆的な

貢献以来、最適課税理論における「生産効率性

(production efficiency）」の問題として議論さ

れてきた。彼らは、（1）市場は完全競争的である、

(2）余暇を除くすべての財に対して政府が自由に

物品税率を効率的な水準に設定できる、（3）経済

に超過利潤が発生していない、という 3つの条

件が満たされていれば、生産要素の投入に産業

間で差別的な税率を設けないことが次善の意味

で最適であることを証明した。

この命題は、課税による資源配分の歪みが避

けられないときでも、効率的な税体系は必ず財

の生産の組み合わせを経済の物理的な生産フロ

ンティア上に実現させる税体系であること、い

いかえれば、効率的な税体系によってもたらさ

れる資源配分の歪みが消費と生産の問の限界条

件を通じてのみ起こることを意味している。こ

の命題を農地の宅地並課税問題に適用するなら

ば、前記3つの条件が現実にある程度満たされ

ているかぎり、農地と宅地に関する固定資産税

率の均一化を最適課税理論の観点から正当化で
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きるであろう。

しかし、現実には、課税が生産要素の産業間

移動を阻害していなくても、市場を通じて資源

配分が経済の物理的な生産フロンティア上で実

現されているかどうかは疑わしい。

第 1の要因は、特定の生産要素の産業間移動

が法律などによって妨げられている場合である。

この場合には各産業の直面する相対要素価格が

異なる結果、生産要素聞の技術的限界代替率が

相違するから、市場均衡は生産フロンティア上

にない。土地・住宅問題の文脈でいえば、借地

借家法が農地の宅地への転用を阻害しているケ

ースがこれに当たる。第2の要因は、特定の産

業における生産要素の投入が他の産業の生産に

外部効果をもっ場合である。このケースでは市

場均衡において生産要素間の、社会的な意味で

の、限界代替率が産業問で一致しないので、や

はり、物理的な生産フロンティア上での生産は

保証されない。農地には保水作用があるためそ

れをある程度保全することに社会的な意味があ

るといった議論は、この範曙に含めることがで

きょう。第3の要因は、規模の経済性によるも

のである。規模の経済性が存在する場合、市場

はそれを利用し尽くさないまま均衡状態になっ

てしまうことがありうる。例えば、狭い商業地

に同質的な財を生産する小規模な企業が乱立す

るような現象は、企業の「過剰参入」が生じて

いる状態であり、参入規制や土地利用規制によ

って、規模の経済性を有効に使う道がまだ残さ

れていると考えることもできる 1）。



本稿では第3の要因を念頭において、土地の

固定資産税の税率を産業間でどのように設定す

ることが効率的であるのかについて、最適課税

理論に基づく分析を試みる。

本稿の構成は以下のとおりである。まず本稿

で用いるモデ／レを説明し、不完全競争産業の均

衡に固定資産税が与える効果を分析する。次に、

望ましい税体系を導くための最適課税問題を、

税収最大化問題と効用最大化問題の 2段階に分

けて定式化する。そして、税収最大化問題を解

くことによって望ましい差別的固定資産税の体

系を明らかにする。また、各産業で生産される

財に対する物品税のあり方を、効用最大化問題

によって分析する。

lモデル

本稿のモデルの概要は次のとおりである。経

済にはN種類の財を生産する産業があり、各産

業における企業の競争はクールノー型の数量競

争である。企業は代表的家計の供給する土地と

労働を生産要素として投入しており、生産要素

の市場は完全競争的である。家計は初期に保有

する土地と労働（時間）から留保需要に相当す

る住宅建設のための土地需要と余暇需要を差し

ヲ｜いた残余を市場に供給する。土地、労働の供

給から得られた所得は、当然のことながら、 N

種類の財の購入に向けられる九

一方、政府は、一定水準の公共サービス提供

のための税収を必要としており、各財の生産お

よび土地の投入に対する課税によって税収の確

保を試みている。ただし、労働については政治

的な理由によって産業別の課税ができないもの

とし、以下ではこれをニュメレールとする。ま

た、簡単化のため、家計の土地需要に対する課

税もないものとする九

(1）代表的家計

消費者の効用水準を財の消費ベクトルX=

(X1, X2，…， XN）、ネットの土地および余暇需要

量H、Lの関数として、 U= U(X,H,L）と書

こにし・ひでき

1962年兵庫県生まれ。 1986年東

京大学経済学部卒業。 1993年よ

り、成路大学経済学部助教授。

論文：“Finaland Intermediate 

Goods Taxation in an Oligopolis-

tic Economy with Free Entry，” 

Journal of Public Economics ほ

か

くことにしよう。消費者の直面する生産物の価

格ベクトル P= (p1, P2，…， PN），地代 r，賃金

w（二1）に対して、その予算制約は、 pX十rH

+LζOと表すことができる。ただし、 X二：： 0、

H,L三二 Oである。このとき、各財に対する需

要関数および生産要素の供給関数は、次の効用

最大化問題の解として与えられる。

V(p, r）二 T~t U(X,H,L) 

s.t. pX+rH十L三三 0 

x よと 0, H,L 三二 0 

このとき間接効用関数 V(p,r）の性質（ロアの

恒等式から）、財iに対する需要関数および土

地へのネットの需要関数は、それぞれ

i av X1二 一ご＝ X1(P, r) 
'1 aυi (1) 

i av 
H = = H(p, r) 

'1 or (2) 

となる。

ここで消費財はすべて正常財であるものと仮

定しよう。このとき、必ず 8X1/8p1< 0となる

から、上の需要関数を用いて、各財の逆需要関

数を、 Pi= f1(X1, p 1, r）と導くことができる。

ただし、 PI = (p1, .. ., P1 1, P1+1，…， PN）である。

(2）不完全競争産業

財を生産する産業は、クールノー型の数量競

争を通じて同質的な生産物を供給する企業によ

って構成されている。個々の企業は同ーの技術

を利用可能であり、土地と労働が生産要素とし

て投入される。また、企業の参入退出は自由で

あるものとする。代表的企業の生産量を X1、
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生産物に対する税を t1、土地の投入に対する固

定資産税を百としよう。企業の費用関数は、

C = C(r＋口， X1)+t1X1と表すことができる。た

だし、 C~ > 0, C~x 注 O である。ここで産業内

の企業数を mとすると、代表的企業の利潤は、

f1(X1, p 1, r)x1 -C(r+ Zi, x1）一 t1X1

となる。いま、各産業は競争相手の企業の生産

量および他財の価格、地代、税率を所与として

行動するから、利潤最大化の 1階の条件は、

fkx1+f1 = G+t1となる。ただし、 fk= cW/oX1 

である。左辺は追加的1単位の生産から得られ

る限界収入、右辺はその限界費用である。また、

2階の条件も常に満たされているものとしよう。

いま、各企業は同一技術によって生産できるか

ら、ここでの競争均衡は対称的であるものと考

えよう。均衡では、

fk(n1x1, P-1, r )x1 + f1(n品， P1, r) 

=G(r+ Zi, x1）十t1 (3) 

が成立する。一方、各産業への企業の参入退出

は自由である。したがって、産業全体の企業数

は、個々の企業の超過利潤がゼロになる水準、

すなわち、

トル（t1,tz，…，tN）および固定資産税ベクトル

( r1, r2，…， TN）であり、内生変数は財価格ベクト

ル（p,r）、各産業における企業の生産量（x1,・・・, 

XN）、企業数（n1，…， ilN）の合計 3N+l個である。

一方、一般均衡体系を記述する方程式群は、各

財の逆需要関数日ニ f1(n1x1,p 1, r）、各産業に

おける均衡条件（3）、（4）および土地市場の均衡条

件（5）であり、やはり 3N+l本の方程式から構

成される4）。

最適課税の分析に入る前に、各産業における

企業の均衡生産量の決定についてもう少し立ち

入った検討を試み、上述の一般均衡体系をより

解析しやすい形に修正しよう。（3）、（4）式から、

産業 iのクールノー均衡における個々の企業の

生産量と企業数は、（p1, r, t1, r1）の関数として

解くことができる。ここでは、分析の便宜上、

(3）、（4）式から t1を消去して産業iの均衡を考え

る。 X1=n凶に着目すると、均衡条件は、

C1(r+ n. x1) 
-::-{ C~（r + r1, x1）一一
Ai Ai 

=fk(X1, P-1, r) (6) 

となる。左辺は個々の企業の平均費用曲線の傾

nx1, p 1, r)x1 = C(r＋九 X1)+t1X1

が満足される水準に決まってくる。

(4) きを、右辺は財iに対する需要曲線の傾きを表

(3）生産要素市場

各企業の費用関数から、生産要素としての土

地に対する需要は、 hi=C(r十 Zi,X1）と表すこ

とができる。家計のネットの土地需要は（2）式で

与えられているから、土地市場の均衡条件は、

2:~＝ 1n1C~ （r+ Zi, x1)+ H(p, r) = 0となる。さら

に、 ll1= X1/X1であることに注意すれば、この

条件は、

N 、7
2今1_C(r＋口， x1)+ H(p, r) = 0 
i=lλ1 

(5) 

しており、両者の一致する生産量が個別企業の

均衡生産量である。（6）式から、一般的に、企業

の均衡生産量xrは、（X1,P-1, r，百）の関数として、

xi* = x1(X1, p 1, r，百） (7) 

と書くことができる。この事情を示したのが図

1である。

図 1では横軸に生産量X1、縦軸にはα＝-fxx1 

および品＝ C/x1 一 c~ を測っている。いま、

(X1, p 1, r, n）を所与とすれば、仏のグラフは傾

き一fkの直線として描かれる。また、 /31は企

業の平均費用と限界費用の差を表しており、企

業のセットアップにかかる固定費用が存在する

と書き直すことができる。 ならば、 Cいと Oである限り、このグラフは右

下がりの曲線として描かれることになる。この

(4）一般均衡と企業の均衡生産量 とき産業iにおける企業の均衡生産量は直線α

以上から、経済の一般均衡システムは以下の と曲線Aの交点 E1によって決まる。

ようになる。システムの外生変数は物品税ベク 図1を描く際の外生変数の変化は、各々の曲
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図l 第i財産業における企業の均衡生産量の決定

αl 

βi 

E; 

調e
X; 

a; 

βi 

X; 

線をシフトさせることによって均衡生産量xt
に影響を与える。ここでは特に、固定資産税率

むの効果をみておこう。まず、他の事情を一定

とすれば、口の変化に対してぬは一定である。

一方、 βの変化は、 arMa訂＝ G(111一l)/x1

と表すことができる。ただし、甲1三 x10x/C

であり、企業の土地需要の生産量に対する弾力

性を表している。したがって、土地需要の生産

弾力性が 1を越えるならば、固定資産税率の上

昇は曲線Aの下方シフトをともなって企業の

均衡生産量を縮小させる。また、逆のときは逆

であり、生産弾力性が 1に等しければ固定資産

税率の変化は企業の生産規模に影響を与えない。

また、他の価格変数（p,r）の変化による影響も

同様に分析することができる。これらについて、

数学的には、（1）式を（6）式に代入した式を全微分

して求めればよい。

ム1dx1= xf{fhdp1 ＋言（fkxXけ fk;)dp;}

ー｛x~（fkxX1r+ fkr )-C( 771 1) }dr 

十0(111 l)d口

ただし、ム 1= (Zfk-C~x)x1, fkx = 02f1 /oXUki 

= 02f1/0X10P;, fkr = 02f1/0X10r,Xli = 0X1/Ri, X1r 

= 0X1/0rである。

さて、（3）、（4）式の均衡条件を（6）式の形にまと

めたとき、一般均衡体系は固定資産税のベクト

ル（ri，…， rN）と価格ベクトル pを外生変数とし

て定式化することが可能になる。すなわち、（1）、

(5）、（6）の合計 ZN+l本の方程式群を通じて、

各財への需要ベクトル X、各産業における企

業の生産量（x1，…， XN）および地代rが内生的

に決定される 5）。

2効率的な固定資産税と物品税の体系

政府は物品税および固定資産税から得られる

税収で一定水準の公共サービスを供給する。公

共サービスの供給コストを労働の単位で測って、

Rとしよう。効率的な物品税と固定資産税の体

系とは、一定の税収Rを確保しつつ、家計の

効用水準 V(p,r）を最大化する物品税ベクトル

と固定資産税ベクトルの組として表される。前

節の最後に述べた一般均衡システムを用いると、

この最適課税問題は、次の2つの問題に分離し

て考えることができる。

(1）税収最大化問題と効率的な差別的固定資産税

政府が一定の税収を確保しつつ、家計の効用

水準を最大化する場合、選択されるべき物品税

と固定資産税の体系は、逆に、家計に一定の効

用水準を保証しつつ、徴収できる税収総額を最

大化するものでなければならない。もしそうで

なければ、税制の変更によってより多くの公共

サービスの供給が可能となり、家計の効用水準

を高めることができるからである。

家計の間接効用関数V= V(p, r）に着目しよ

う。この値は価格ベクトノレ（p,r）に依存してい

る。そこで今、（p,r）を一定として前述の一般

均衡システムを観察すると、 x,p, r, hが一定の

もとで、（5）式および（6）式が満たされるように生

産量ベクトル（X1,""", XN）と固定資産税ベクト

ル（ri，…， rN）が決まっていなければならないこ

とがわかる。

与えられた物品税ベクトルおよび固定資産税

ベクトルのもとで、政府の得る税収は、 T二

~r~1 { t1X1 + n1 nC(r十九九）｝である。自由参入

下の均衡条件（4）と対称的均衡の条件n1= X1/x1 

を用いてこれを書き直すと、
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N 

Tニ呂Xi{f1(X1,p 1, 

_ C(r十口，X1)＋口C(r+r1,x1) 1 
X1 Xi ’ 

となる。よって、（p,r）を所与とした税収最大

化問題は、（5）、（7）式を制約条件として上の税収

関数を最大化する問題として定式化することが

できる。（p,r）が一定であることに注意すれば、

税収最大化問題とは、固定資産税収を除いた生

産物1単位当たりの生産費 C/x1 ぉC/x1を（5）、

(7）式の条件のもとで最小化するように産業別の

固定資産税率百を決定することに他ならない。

固定資産税が経済に与える影響については、

Mieszkowski (1972）以来、租税の帰着分析と

して扱われてきた。主たる論点のひとつは、固

定資産税が生産物の価格に転嫁されるか否かと

いう問題であり、産業ごとに差別化された固定

資産税は生産物の価格を押し上げる物品税効果

をもつことが知られているヘ本稿の分析では

実際の物品税を調整することによって固定資産

税の物品税効果を相殺できるケースを考えてい

る。したがって、固定資産税率を産業問で差別

化する根拠はそれが経済の生産をより効率的に

する可能性があることによる。

(5）式に関するラグランジュ乗数を rとして

1階の条件を整理すると、産業Iに対する効率

的固定資産税率の水準は次の条件を満たさなけ

ればならないことがわかる。

「） c2 
(ri-r）｛てて工＋τ'Sz(7}1 -1)2} 

λI L.liλi 

1 C↓ I c 
= ---:¥"--=-( Cx --:-;-)( 7/1一1) (8) 

ム.liλ1λi

産業ごとに差別化された効率的固定資産税の体

系は以下の性質をもっている。

第 1 に、 C~ = C/xiあるいは平I=1を満た

す産業への固定資産税率はすべて共通の税率百

= rを適用する。 1番目の条件は限界費用と

平均費用が一致することを意味しており、この

条件を満足する産業の均衡は有名なクールノー

の極限定理（LimitTheorem）により、完全競
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争均衡と一致することが知られている。 1番目

の条件が満たされる産業を以下、広い意味で、

完全競争産業と呼ぶことにしよう。このとき、

最適な固定資産税の体系は、完全競争産業およ

び土地需要の生産弾力性が 1に等しい不完全競

争産業に対して均一な税率を設定することにな

る。

第 2に、土地需要の生産弾力性が 1を越える

不完全競争産業には完全競争産業よりも低い税

率の固定資産税を、逆にそれが 1を下回る不完

全競争産業には完全競争産業よりも高い税率の

固定資産税を設定することが望ましい。これは、

(8）式より、左辺の（ri-r）に掛かる係数が常に

負の値であり、右辺の（平1-l）に掛かるそれは、

不完全競争産業の場合、 c~ － C/xi 二 fkx1 < 0 

より、常に正の値となるからである。この課税

ノレールが効率的であることの直観的理由は図 1

によってすでに明らかである。土地需要の生産

弾力性が 1を越える場合、より高い固定資産税

率は企業の個別生産量を縮小させ、規模の経済

性による利益を小さくしてしまう。逆に、土地

需要の生産弾力性が1を下回るならば、より高

い固定資産税を課すことが規模の経済性の活用

と整合する。ただし、具体的な税率は土地需要

の生産弾力性だけでなく、土地需要の地代に対

する弾力性 ε1＝一（r+r1)Cr/C、総費用に占

める地代コストのシェア 81= (r＋百）C/C、規

模の経済性の程度ふ＝ (C/x1)/Cにも依存し

ている。これらのパラメータの定義を用いて（8)

式を書き換えると、

百 r (r;1-l)(l/0'1 1) 
r＋口一一ム1X1ε1/C+B1（研一l)"

(9) 

が得られる。 r＋口＞ Oであるから、左辺はむ

の増加関数である。

よって、他の事情を一定とすれば、①土地需

要の生産弾力性が大きいほど、②総費用に占め

る地代コストのシェアが大きい産業ほど、低い

固定資産税率を設定することが望ましい。さら

に、早iヰ 1のケースでは、規模の経済性の程度

が大きいほど、効率的な固定資産税率は rか



ら議離する。

(2）効用最大化問題と効率的な物品税体系

次に、各生産物に対する最適な物品税体系の

あり方について考察する。完全競争経済を前提

とした最適課税理論によって明らかにされた最

適物品税の体系の特徴は、ラムゼイ・ルール

(Ramsey Rule）の名で知られている。それを最

も端的な形で表現したものが、いわゆる「逆弾

力性のルール」であり、（補償）需要の価格弾力

性が小さい財ほど高い物品税を設定すべきであ

ると主張する。

しかし、不完全競争経済では物品税の導入は

消費に与える歪みと同時に規模の経済を通じた

生産への歪みをも引き起こすことになるため、

単純なラムゼ、イ・ルールは一般に成立しない。

先に述べた税収最大化問題を解いた結果とし

て得られる税収の最大値は、そこで所与とした

価格ベクトル（p,r）の関数になる。それを間接

税収関数 T= T(p, r）と表記しよう。このとき、

最適物品税率の体系に関する効用最大化問題は

次のようになる。

max V(p,r) s.t. T(p,r）注 R

ここで、包絡線の定理より、固定資産税率が

前述の最適ルールに従って設定されている場合、

価格ベクトル（p,r）の変化が間接税収関数に与

える効果は、

。T N C1 
=Xj十L:{t1＋（口 r）一工｝Xu

Opj 1=1 X1 

-rHjーか坐直
i=l I OX1 OPi 

。T N C1 
1 ご＝ H + L:{t1+(r1-r）て＂＝－｝ X1r 
UI i=I Xi 

一μHr－与党（令昔）

となる。ただし、ゆiニ［C1-(r1 r)C]/x1であ

り、税収最大化問題の 1階の条件から 0¢1/ox1

三二 Oが成立する九さらに、各財および土地に

関する補償需要（供給）関数を文1(p,r, U），白1(p,

r, U）とすれば、スルツキ一分解により、

Xu＝文u-XnXi,

X1r = X1r -XnXr, 

Hj＝白j-HnX;,

Hr= Hr-HuH, 

となることが知られている（下付き文字Iのつ

いた項は所得効果による需要の変化を表してい

る）。この関係を用いて効用最大化問題の l階

の条件を整理すると、

記｛t1+(r1一r）手｝文ii一r文jr
1=1 Xi 

＝主二Lxj＋土x1-並L主L
J l=l I OX1 OPi 

土｛t1+(r1-r）手｝白1-r白r
1=1λ1  

ニ王子H＋会X1焚（合設）

が得られる。ただし、ごは税収制約に対するラ

グランジュ乗数を表し、 まTこ、

N r、i
x = '1+.;{L:[t1+(n-r）~］Xn-rH1} 

である。後者は、企業の生産量が一定で規模の

経済性が作用しないケースにおいて、政府がl

円の減税を行った際に生じる効用の増加分を表

しており、通常の最適課税理論では所得の社会

的限界効用（thesocial marginal utility of in-

come）と呼ばれている。

今、上の 1階の条件から得られる物品税課税

lレールの意味を明確にするために、（クールノ

ーの極限定理の意味で）すべての産業が完全競

争的であるものとしよう。先に述べたように、

このとき 3φ1/ox1= oが成立し最適固定資産税

は百＝ rである。よって、 1階の条件は、

ドii rXir ＝守主Xj,

会tift t白r＝守三H

に帰着する。これは通常のラムゼ、イ・ルールと

等しく、その伝統的な解決に従えば、このルー

ルは、 1階の条件の左辺を近似的に課税による

補償需要の変分とみたうえで補償需要の変化率
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が課税されたすべての財について均一［ここで

は（x －~）／，ご］になるように税体系を決めるの

が最適であることを示している（比例的削減ル

ール）。さらに、すべての財への需要および土

地への留保需要が余暇とのみ代替的である（す

なわち、 Iヰ jのとき文ij=0かつ、すべての i

について白I=0）ならば、逆弾力性ルール

エL i二三 I~
Pi ¢ I X; 

工一一三二三1&
r ¢ ' H 

を導くことができる。各産業の生産物について

は、それに対する補償需要の価格弾力性が大き

いほど低い税率を設定し、土地については、そ

の供給の弾力性が小さいほど高い固定資産税を

企業の土地投入に対して均一に課すことが望ま

しい。

本稿の不完全競争経済における物品税の課税

ルールは、最適な税体系が、財の消費、土地の

供給に与える歪みだけではなく、第 1に、物品

税の賦課が差別的固定資産税によって生ずる土

地市場の歪みにどのような影響を与えるか、第

2に、それが個々の企業の生産増加を通じた規

模の経済性にどのような影響を与えるか、につ

いても考慮を払わなければならないことを示し

ている。例えば、すべての企業の土地需要の地

代弾力性がゼロ、すなわち εI=0のときには、

0¢1/ox1 = oであるから物品税率の設定に規模

の経済性を考慮する必要はない。しかし、固定

資産税に関しては（9）式で与えられるような産業

別の差別化が要請される。この場合、簡単化の

ため、各補償需要が余暇とのみ代替的であると

すれば、最適物品税のルールは、

五＋（む－r）手t＝主三三／且L
Pi Pixi ¢ ' xj 

エ＝主二三／工!::k
r ¢ ' H 

である。

訂と rの聞の大小関係は初と 1の大小関係

に依存するから、他の事情を一定として、企業
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の土地需要の生産弾力性が Iを越える産業では

逆弾力性ルーノレによって決まる税率よりも高い

物品税率が、逆の場合には低い税率が効率的な

資源配分にとって望ましい。また、 εiニ Oのケ

ースでは、通常のラムゼイ・ルールと同じく、

完全競争産業に対する固定資産税率を土地供給

の地代に関する弾力性の逆数に比例させること

が望ましい。さらに、 0¢i/ox1宇 Oで価格の変

化が規模の経済を通じた効果をもっ場合には、

その効果 L:1X1(0φ1/ox1)(ox1/ovJおよび L:1X1

(0¢1/ox1)(ox1/0r ox1/or）の符号の大きさに応じ

て、比例的な補償需要の削減ルールは緩められ

る。すなわち、第j財の価格の上昇が経済全体で

の規模の利益の活用を促進する［L:1X1(0¢1/ox1)

(ox1/opj) > O］ならば第］財の需要の変化率は

(x－¢）／，ごよりも大きくなり、逆の場合には小

さくなる。土地についても同様で、地代の上昇

が他の財への需要の変化を通じて経済全体の規

模の利益をより活用する方向へ資源配分を変化

させる［L:1X1(0¢1/ox1)(ox1/or-ox1/or) > O］な

らば， （x ¢）／，ご以上の率で土地の供給が増加す

る課税のあり方が望ましい。

おわりに

本稿ではクールノー型の数量競争に特徴づけ

られる不完全競争経済を取り上げ、効率的な土

地課税（産業別固定資産税）と物品税の特質に

ついて、最適課税理論の視点から考察した。

主要な結果は次の 3点である。最終生産物に

対して効率的な物品税を課すことができるなら

ば、①完全競争的な産業と土地の需要の生産弾

力性が1に等しい不完全競争産業の土地投入に

は均一な課税を行うことが望ましい。②土地需

要の生産弾力性が1を越える（ 1を下回る）不

完全競争産業の土地投入には上の均一税率より

も低い（高い）固定資産税率を設定することが

次善の意味で効率的になる。③効率的な物品税

体系は消費への歪みと規模の利益への影響を考

慮、にいれた課税ルールによって決定される。

現在、固定資産税は標準税率1.4% （制限税



率2.1%）で、農業を除くすべての産業の土地、

家屋、償却資産に対して均一に課税されてい

る九均一な課税が要請される一つの理由は固

定資産税が元来地方税であり、その課税原則の

一つである「普遍性の原則」に従ったものと理

解できる。すなわち、地方政府の供給するサー

ビスはその地域の地価に資本化するため、公共

サービス享受の対価として多くの地域住民、企

業にその負担を分散させるのが適正であるとす

る考え方である。この地方税の原則を遵守する

ならば、一地方政府管轄地域内の固定資産税は

産業間で均一にならざるをえないから、本稿で

述べた産業間で差別的な土地課税はむしろ、国

税として導入されるべきものとなるであろう。

産業別の固定資産税を各地方政府の裁量に任せ

た場合、固定資産税の税率自体が企業誘致や地

場産業の育成に利用されるため、必ずしも一国

全体でみて効率的な固定資産税の体系に収赦す

るとはいえない。

最後に、最適税率の分析を税収最大化問題と

効用最大化問題の 2つに分ける考え方は、現実

の土地税制の改革の評価に応用することが可能

である。ある産業の利用する土地に課税したと

きに発生する固定資産税の物品税効果を常に相

殺するように財の物品税を調整し財の価格を一

定に維持するという税制改革のプログラムを想

定する。これによって政府の税収が増加するな

らば、土地課税と物品課税をセットで変更する

税制改革は資源配分の効率性を改善する。平成

4年から実施された地価税については、その転

嫁の状況が問題になっている。もしも地価税の

物品税効果を消費税の税率調整によって相殺で

き、しかも政府が追加的な税収をネットで獲得

できているならば、地価税の導入が経済厚生を

改善した証拠となりうる。

＊論文改訂の際、有益なコメントをくださった瀬古美

喜教授に感謝したい。

、王

1) この視点からの土地利用規制に関する分析につい

ては小西（1993）を参照せよ。

2) 分析の簡単化のために、本稿では、代表的家計の

仮定を用いて議論しているが、異なる選好をもっ多

数の家計からなる経済を考えても固定資産税の体系

に関する議論に変わりはない。ただし、論文の後半

で議論するラムゼイ・ルールについては、分配の公

平性を考慮にいれた議論が必要になる。

3) 家計の土地需要にも課税できる場合には、政府は

すべての土地の用途に均一な固定資産税を賦課すれ

ば、その固定資産税は一括型である。ところが、問

題となっている経済の資源配分は不完全競争によっ

て歪められているから、一括型の税は、次善の意味

で効率的な税にはならない。そのため、仮に家計の

土地需要に課税するとしても、用途別に差別化され

た固定資産税が最適になることに変わりはない。

4) 労働市場の均衡条件はワルラスの法則により、ー

般均衡体系から除外して考えることができる。

5) 価格ベクトルpを外生変数として扱う代わりに物

品税ベクトル（t1,•· ", tN）が(1）式を通じて決まってくる

内生変数となっていることに注意せよ。

6) Wilson (1984）は 2財 3要素モデルを用いて、各地

域間の税率差が小さければ物品税効果が作用しない

ことを示している。

7) (9）式を用いると、

CJ¢ 
τヂ＝ム，c:,(1/6' l)/[llix,(r1,)2 ムc:,/C']
tn、i

を導くことができる。

8) ただし、免税点制度による課税免除がある。また、

よく知られているように、税率は全国共通であって

も固定資産の評価額が実勢価格とは異なるため実効

税率が地域間で託離している。
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英国の住宅価格の

構成要素に関する実証分析

中井検裕

はじめに

民間新規住宅の価格を構成する主な要素とし

ては、素地の価格、住宅の建設費、インフラ整

備費、さらに住宅供給者の利益があげられる。

供給者の行動の原理はいうまでもなく利益の最

大化であるが、一方で住宅価格やそれを構成す

る素地価格、建設費などには供給者の側からみ

て、変化させることのできる一定の範囲がある。

例えば住宅の建設費には、それ以上低く押える

ことのできない下限が存在するだろう。素地の

価格には素地の供給者がそれ以下では土地を手

放そうとしない価格が存在するだろうし、住宅

価格についても、与えられた立地点で与えられ

た規模と質の住宅であれば、最終需要者がそれ

以上の価格では購入しようとしない価格上限が

存在するものと思われる。供給者は、価格・費

用についてのこのような制約の範囲内で、利益

を最大化するような組み合わせを選択している

ものと考えられるが、その組み合わせは開発に

よっても、あるいは開発をとりまく市場の状況

によっても異なっているだろう。

本稿は、上述のような考えを念頭に置き、特

に英国の新規住宅を対象として、住宅開発にお

ける住宅価格と、その構成要素としての土地価

格および供給者の利益の 3つをとりあげ、これ

ら3つの相対的な関係とそれが開発によってど

のように異なっているかを実証的に明らかにす

ると同時に、その理由についても考察を加える

ことを目的としたものである。また研究の方法
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としては、調査によって得られた資料をさまざ

まな角度から眺めることで議論を展開しており、

この点からは、住宅供給者の住宅価格、土地価

格、利益水準設定に関する基礎的な分析と位置

づけられる。

分析を始める前にまず、英国の民間新規住宅

供給の特徴を指摘しておく。

英国の民間新規住宅着工戸数は1990年では13

万5,000戸となっているが、英国における民間

新規住宅供給の最大の特徴は、このほとんどす

べてがHouse-builderと呼ばれる住宅開発業者

による、いわゆる建売り分譲形式のものである

ことである。この点はわが国と大きく異なって

いるところであり、一般消費者が住宅地として

整備された区画を購入し、その上に住宅を独自

に建設する注文住宅形式は、新規住宅のうちわ

ずかに 1～2%といわれており、実質的には考

慮する必要がない。

また一般にHouse-builderは、市場調査に始

まり、敷地購入、開発設計、必要なインフラの

整備、造成、住宅建設を経て、建設された住宅

の販売に終わる建売り分譲型「住宅開発」プロ

セスのすべてに関わっている。この意味で、英

国のHousebuilderは、開発業者と建築業者の

両方を兼ねているということができる。

ここで述べられたことから、英国では新規住

宅用の土地に関してはHousebuilderが唯一の

需要者であり、新規住宅に関してはHouse

builderが唯一の供給者であるといってもよい

ことがわかる。このような状況下で住宅価格と



その構成要素の関係を考える場合には、 House

-builderが住宅開発において住宅価格や土地価

格をどのように設定しているかが重要な手がか

りとなる。まずこの点について、既存文献の述

べるところを整理しておこう。（以下では

House builderを単に業者ということにする）。

l業者による住宅価格と土地価格の設定

業者は開発が行われる敷地上に建設する住宅

に対して遅かれ早かれ価格を設定する必要があ

るが、これについて多くの文献は、それぞれの

住宅の生産に要した土地コストを含む費用の総

計に業者の利益を上乗せする、つまり積み上げ

式に価格を設定するのではなく、その地域内の

似たような立地条件、住宅サイズの住宅価格に

かんがみて設定するとしている（Harvey,

1981等）。すなわち、極端にいえば、ある新規

住宅開発で建てられた住宅の価格は土地コスト

や建築コストとまったく無関係に決められると

いうのである。

この最大の理由としては、今、業者が価格を

設定しようとしている住宅と類似の住宅で、既

存ストックから市場に出てきているもの、つま

り中古住宅が非常に多いということがあげられ

ている。英国での中古住宅の住宅流通全体に占

める割合は、一定期間内に流通した住宅戸数を

示す資料として有効であるビルデイング・ソサ

エティ（住宅ローン専門の金融機関）の設定ロ

ーンに関する資料によると、例えば1990年では

全ローン件数78万件のうち新規住宅に対するも

のはわずか 7万8,000件（10%）であり、残り

はすべて中古住宅に対するものである。住宅流

通の中で10戸中 9戸までが中古住宅ということ

になると、残りの l戸の価格も中古住宅の価格

によって非常に大きく影響されるものと考えて

もいいだろう。

一方、住宅開発用地に対して開発業者がどの

ような方法で付け値を決めるかについては、多

くの文献がResidualValuation Method （残額

評価法と訳すことにする）を用いるとしている

なかい・のりひろ

1958年大阪府生まれ。 1980年東

京工業大学工学部社会工学科卒

業。 1986年ケンブリッジ大学土

地経済学部大学院修了。東京大

学教養学部助手を経て、 1992年

より明海大学不動産学部助教授。

論文：「英国都市計画制度にお

ける計画許可の住宅用地価格に

与える影響に関する研究」ほか。

(Cadman and Austin-Crowe, 1983等）。残額

評価法とは、予定されている開発から得られる

収入から、開発に必要な総コストプラス業者の

利益を差し号｜いた残りが敷地に対して支払いう

る（最高）額であるという評価方法である。具

体的には、開発業者はまず敷地が開発された場

合に予定されている住宅それぞれに対して予定

価格を設定し、それを合計することによって予

想総収入額を得る。この場合の住宅価格を業者

がどのように設定するかについては前段で述べ

たとおりである。次にこの予想総収入額からま

ず住宅建設コスト、道路、下水等のインフラの

整備コスト、住宅販売に際して生ずる諸コスト

等、開発に必要な総コスト（推定額）が差し引

かれる。開発が借入金によって賄われている場

合には、それに対する利息もコストとして差し

号｜かれる要素となる。さらにここから業者の利

益が差し引かれた残りが、土地コストとして敷

地に対して支払いうる額となる。

2土地価格と住宅価格の実証分析

(1）利用データ

英国でも住宅価格や土地価格のデータは統計

書により利用可能であるが、これらは国や地方

を単位としたマクロなデータである。本研究の

ように住宅価格やそれに対応した直接の構成要

素聞の関係を分析しようという場合には、個々

の住宅開発における業者の設定価格の情報が必

要となる。そこで以下の分析では、筆者が1984

年10月から1985年1月にかけて行った調査によ

って得られた情報を利用している。

調査はイングランド東部地方（グレーターロ
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する詳しい情報を集めた。なお本調査では、主

に住宅開発のうち量的に最も多くの住宅を供給

していると考えられる、既成市街地縁辺部にお

ける新規住宅開発が対象となっている。

ンドン地域の北東に隣接し、ケンブリッジシャ

ーを中心とする地方）において行われ、この地

域で開発を行っている業者のうち10業者から合

計61の開発について土地、住宅価格をはじめと

(2）土地価格と住宅価格

図 1は横軸に各開発における平

均住宅価格をとり、縦軸に支払わ

れた画地価格をとって各開発をプ

ロットしたものである。画地価格

． ． 
Li 

図lー住宅価格と土地価格

16 

14 

12 
画
地
価
格
（
千
ポ
ン
ド
）

とは、全敷地に対して支払われた

価格を開発住宅戸数で割ったもの、

すなわち開発された住宅 1戸当た

りの平均土地価格のことである～

図から一見して、住宅価格と土

地（画地）価格には強い正の相関

があるが、もう少し図を詳しくみ

ると、観測された開発に対して

Liとしという 2本の曲線を引く

ことが可能のようである。この 2

本の曲線の意味は、住宅価格を所

与とする英国の論理に従えば、

L1は与えられた住宅価格に対し

てこれ以上の価格を土地に支払え

ば開発が成立しなくなる土地付け

値の上限を示し、 Lzはこれ以下

の付け値では土地が買えそうもな

い、すなわち土地所有者がそれ以

下では土地を売ろうとしない下限

を示すものである。いいかえると、

業者にとって開発が可能であるよ

うな画地価格と住宅価格の組み合

わせは、 LiとLzに挟まれた範囲

内にのみ存在している。

次に一方の価格の変化がもう一

方の価格にどのように影響するか

を考えてみる。そのためにここで、

両価格の変化の関係をみるために、

画地価格と住宅価格の相対的な動

きを示す指標としてこの図の傾き、

Lz 
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つまり住宅価格の中に占める画地価格の割合

（以下、土地住宅価格比と呼ぶ）を分析に導入

しよう。この土地住宅価格比を縦軸にとり、横

軸に画地価格、住宅価格をとって各開発をプロ

ットしたものがそれぞれ図 2、図 3である。

図2をみると、画地価格と土地住宅価格比の

聞にはほとんど直線に近い右上がりの関係が認

められる（相関係数＋0.829）。いいかえると、

画地価格が上昇するにしたがって、土地住宅価

格比も直線的に上昇するわけであるが、ここで

画地価格とは土地住宅価格比の分子にほかなら

ないから、分子が上昇するにしたがって比も直

線的に上昇するということは、分母である住宅

価格はほとんど変化しないことを意味する。つ

まり画地価格の変化に対して、住宅価格はほと

んど変化しない、ということになる。

一方、図 3をみると、プロットされた開発の分

布は比較的バラバラであるが、おおまかには横

軸と平行に近い形で分布しているようであり

（相関係数＋0.184）、このことは住宅価格が上

昇しでも土地住宅価格比はあまり変化せず、一

定に近いということになる。ところで横軸の住

宅価格は縦軸の土地住宅価格比の分母であるか

ら、その分母が増大しても比が一定であるとい

うことは、分子である画地価格も分母の住宅価

格の増大とともに上昇することを示している。

以上のことをまとめると、一般に画地価格の

変化に対しては住宅価格の変化は非常に小さく、

格に近いものである。ほとんどの期間で土地価

格の変化の程度のほうが、住宅価格の変化の程

度を大きく上回っている。

土地価格に比べて住宅価格の変化が小さい理

由を考えてみると、 2つあげることができょう。

1つは画地価格の住宅価格に占める割合がそも

そも小さいためである。したがって、小部分で

ある画地価格が大きく変化したとしても、全体

である住宅価格の変化は小さくなる。今1つは、

もとの図である図 1に戻ってみたときに、住宅

価格は画地価格に対して逓減的に増加しており、

実際、図で示された画地価格の大部分の範囲で

住宅価格の変化は小さしいいかえると住宅価

格は頭打ちの傾向にあるということである。こ

の頭打ちはおそらくは前述されたように、新規

住宅価格に対して中古住宅価格が上限設定とし

て作用していることを示しているものであろう

が、頭打ちの程度は図の右上方にいくにしたが

って強くなっている。図の右上方は画地価格、

住宅価格ともに高い、つまり一般的には大規模

住宅か立地条件のよい住宅と考えられるが、こ

れはこのような住宅では中古住宅との競合がよ

り激しいという経験的事実と一致するものであ

る。

3住宅価格、土地価格、業者の利益

(1）開発密度

前章では住宅価格と画地価格の基本的な関係

逆に住宅価格の変化に対しては画地

価格の変化は非常に大きいことにな
図4 住宅価格変化率と土地価格変化率

70 

る。

このことは、全国レベルのデータ

とも完全に一致している。図4は英

国の土地価格と住宅価格の変化率を、

1971年から91年までグラフで表した

ものである。ここでの土地価格は住

宅用地価格のことであり、開発密度

（単位面積当たり住宅戸数）で調整

したあとの土地価格の変化であるか

ら、概念的には本研究でいう画地価
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について分析を行ったわけだが、これは個々の

開発をおしなべて各住宅に展開した形の分析と

いうことができる。したがって両価格の変化の

分析でみたように、国レベルといったマクロな

分析の結果と比較するには適している。しかし

ながら、住宅価格とその構成要素としての土地

価格の関係をより詳しく分析するためには、各

開発によって異なる開発固有の情報の導入が不

可欠であり、そのような情報として、本研究で

は開発密度（エーカーあたり建設戸数）を採用

した。というのも、残額評価法で住宅価格の側

から土地価格が決定されるということは、土地

価格を考える場合には、その土地上にどれだけ

の住宅を建設することができるかが大きく影響

していることが予想されるからである。以下本

章では、開発密度を軸として住宅価格、および

その構成要素としての土地価格と業者の利益の

分析を進めていくが、その前に住宅開発におけ

る一つの変数としての開発密度の特徴を述べて

おこう。

まず第 1に、開発密度は、業者からみて相当

の程度に外生的な変数であるということがあげ

られる。開発密度は英国の厳密な開発規制の下

に管理されており、与えられた立地点における

開発密度は、英国の開発規制制度の特徴である

自治体の裁量のもと若干の調整の範囲はあり得

るものの、大部分は都市計画によって決定され

ている。

(2）開発密度と住宅・土地価格

図5は、横軸に開発密度をとり、縦軸に住宅

価格をとったものである。土地価格の付け値を

設定する業者の側から考えると、土地の単位面

積当たりどれだけの収入が得られるかが最も重

要な考慮、事項であるはずだが、これは住宅価格

と開発密度の積で表すことができる。この（単

位面積当たりの）総収入額（Gross Develop-

ment Value: GDV）を一定に保つ開発密度と

住宅価格の組み合わせを示したものが、図中の

曲線群である。

図からはいくつかの例外を除いて一般に、低

密開発であるほど住宅価格は高く、高密開発で

あるほど住宅価格は低いことがわかるが、

GDVとの関係でもう少し詳しく図を観察して

みると、低密度（おおよそ10戸／エーカーま

で）、中密度（10～20戸／エーカー）、高密度

(20戸／エーカー以上）の 3つの密度帯で異な

った特徴がみられる。

まず中密開発では、プロットされた各開発が

曲線群の形状によくフィットしており、開発に

よらずGDVが一定に保たれていることがわか

る。この中密開発で保たれているGDVの水準

を基準に考えるとすると、低密開発、高密開発

ともにGDV水準は基準値から遠ざかっていく

傾向がみられる。低密開発では一般に、より低

いGDVしか達成できていない開発が多くなっ

ているのに対し、逆に高密開発では密度の上昇

第2に、第 lの特徴とも関連して、

開発密度は経験的におおむね立地の

代替変数と考えてもよいことがあげ

られる。当然、立地条件がよくなる

につれて密度は上昇する。

図5 開発密度と住宅価格

第3に、開発密度は、住宅タイプ

の代替変数でもある。低密開発は独

立住宅中心であり、中密、高密とな

るにつれてテラスハウス（長屋形

式）、プラット（集合住宅）が開発

における住宅タイプの中核となる。
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につれてより高いGDVを達成して 図6 開発密度と土地価格

いる。
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グラフであるが、全般的な強い正の

相関（+o. 792）の中にも、低密、中密、高密 CM ：借入金に対する利息支払い

の3つの密度帯について詳細に観察すれば、相 とされる。これらのそれぞれに対して、次のよ

当の程度に上述の予想と近い形が表れているこ うに推定した。

とがわかる。

(3）業者の利益と開発密度

業者の利益は調査では直接尋ねていないので、

調査で得られた情報からの推定を試みた。

残額評価法によれば、

GDV-C-B=P 

ただし、 GDV：開発から得られる総収入額

c：開発に要した総コスト

B：業者の利益

p：土地に対して支払いうる価格

であるから、 GDV、C、Pがわかれば、業者

の利益を推定できる。このうち Pについては実

際に支払われた価格とし、 GDVについては調

査票より得られた住宅価格と住宅戸数を用いる

ことで簡単に得ることができる。

問題は開発に要したコストである。開発に要

した総コストは一般に、

C二 CH+Cr+CL+Cs+CM 

ただし、 CH：住宅建設コスト

Cr：道路下水等のインフラ整備費およ

び宅地造成費

CL：取得税など土地取得時の諸雑費

Cs：不動産取引業者への手数料、宣伝

・広告費など住宅販売時の諸雑費

－住宅建設コスト

CH=Ch・ah・ nh 十 Ci• a1・n1

ただし、 c: lft2当たり住宅建設費

a : 1戸当たり平均住宅床面積

n：建設戸数

添字h：独立住宅

添字 f：集合住宅

Chおよび、Ciは環境省のHousing and Con-

struction Statisticsより適当なものを採用。

・インフラ整備費および宅地造成費（Cr)

業者の回答をそのまま採用。

－土地取得時の諸雑費

CL=P×2.5% 

．住宅販売時の諸雑費

Cs=GDV×2% 

－借入金に対する利息支払い

借入金額（M）を

Mニ α・｛P+CL+(CH十Cs)/2}

ただし、 α：借入金割合（業者の回答をその

まま採用）

とし、

CM二 M×20% 

とした。

コスト推定のなかでは借入金に対する利息

英国の住宅価格の構成要素に関する実証分析 31 



図7ー密度と利益率

50 

40 

~ 30 

率

当 20

10 

。。 20 40 
密度（エーカー当たり戸数）

支払いが最も問題が残されている。借入金額、

借入期間、利子率ともに不明であり、唯一判明

しているのは借入金割合のみであるので、ごく

大ざっぱな数値を推定するため、まず借入金割

合を用いて借入金額を推定し、利息は推定借入

金の一定割合としている。建設コストおよび住

宅販売時の諸コストについては、土地コストに

比べると一般に必要とされる時期が長期に分散

しているため、土地コストの半額とした2）。

以上のような推定を各開発について適用した

結果、開発コストに関して信頼できる情報の欠

落により、業者の利益推定は最終的には23の開

発についてのみ可能であった。

推定した業者の利益と開発密度の関係をグラ

フに表したものが、図 7である。縦軸の利益率

は業者の利益がGDVに占める割合のことであ

る。厳密にいうと利益率の分母はGDVそのも

のではなく、 GDVから借入金を差し守｜いたも

のとすべきであるが、本稿の分析の関心は、住

宅価格に占める業者の利益部分にあるので、あ

表 1 開発密度と住宅価格、土地価格、利益率の関係

開発密度

定

定

中

一

一

一

高イ底

G D V 大

大
土地価格

利益率 大

32 住宅土地経済 1993年秋季号

えて借入金を差し号｜いていない。

サンプル数が23と少ないため、

図7からは確定的な傾向を読み取

ることは難しい。乱暴を承知の上

でいうと、相関係数の値（－

0. 210）が示すように、全般的に

は密度の上昇とともに利益率が下

降しているようにみえる。中密開

発と高密開発の境界あたりで予パラ

つきが激しく、少なくとも低密開

発では比較的高利益率を達成して

いるといえそうである。

4 住宅・土地価格と業者の利益の関係

ここで前節の分析結果をまとめると表 1のよ

うになる。表中の大や小といった表現は相当の

パラつきを均したものであり、特に利益率の欄

については保留すべき部分が残されていること

を強調しておく。

表 1で中密度の開発を基準に考え、低密開発、

高密開発の分析結果を説明することを試みてみ

よう。 GDVと土地価格の傾向は一致している

から、問題は利益率である。ここで注意してお

かなければならないことは、残額評価法では、

土地価格の上限値が最後に求められるが、実際

には土地価格が最初に支払われる（実現する）

という点である。住宅開発の一連のプロセスで

最後に実現するのは利益率であり、本稿の分析

はこの実現した利益率の分析であるから、利益

率の傾向があくまでも説明されるべき対象でな

ければならない。

低密開発と高密開発において、与えられた

GDVと土地価格の傾向から、利益率の傾向を

説明するために、 2つの仮説を用意し、簡単に

検証してみる。

第 1の仮説は、土地価格以外のコストと密度

の関係、なかでも住宅の建築コストに関するも

のである。開発密度が、住宅タイプと関連があ

ることはすでに述べたが、高密開発の中核であ



図8ー密度と建設コスト／GDV比

0. 7 

がって、本分析からは第 1の仮説

を支持することはできない。

第 2の仮説は、土地価格の相対

的な大きさに関するものである。

低密開発ではGDVも小さく土地

価格も低いが、例えば中密開発と

比較して、土地価格が何らかの理

由で、 GDVが小さくなった以上

により低くなっているとすれば、

結果として業者の利益は上昇する

ことになる。高密開発では逆に、

GDVの増大にみあった分より以

上に土地価格が増大していれば、

業者の利益は圧縮される。

この仮説を検証したものが、図

9である。図 9は、開発密度と土

地住宅価格比の関係をみたもので

あるが、一般に開発密度の上昇と

ともに土地住宅価格比も上昇する

傾向がみられる。相関係数も＋

0.515とまずまずの値を示してい

る。この事実は、仮説で述べられ

たように、高密開発になればなる

ほどGDVの増大分より以上に土

地コストが、業者の利益を含む住宅価格構成要

素のその他の部分を圧迫することを意味してい

る。逆に低密開発では、 GDVの減少分以上に
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る集合住宅は、低密開発の中核である独立住宅

に比べて、単位床面積当たりの建築コストは当

然高くなる。この結果、高密開発では建築コス

トが全体として高くなり、したがって業者の利

益が圧縮され、低密開発では逆の現象が生ずる

のではないかという仮説である。

しかしながら一方で、集合住宅（すなわち高

密開発）では l戸当たりの床面積が独立住宅に

比べて小さいことが予想されるので、開発全体

で考えれば、単位床面積当たりの建築コストと

1戸当たり床面積の大小は結果として相殺され

る可能性がある。図 8は、開発密度とGDVに

占める建築コストの割合をグラフにしたもので

あるが、両変数聞の相関係数は－0.116と低く、

実際、高密開発になるほど建築コストの割合が

高くなるというような傾向はみられない。した

土地コスト負担分が小さくなっている。

このことを図 lに戻って一般化すると、 L1

とLzに固まれた住宅価格と画地価格の可能な

組み合わせの範囲のうち、高密開発ではL1、

すなわち業者による土地付け値の上限値に近い

ところで売買が成立し、開発密度が低くなるに

つれてLz側、すなわち土地所有者がこれ以下

では土地を売ろうとしない土地価格の下限値に

近いところへと住宅価格と画地価格の組み合わ

せが移動することを示唆している。

このことはとりもなおさず、業者と土地所有

者との市場における力のバランスが、高密開発

と低密開発では異なっていることを意味してい

英国の住宅価格の構成要素に関する実証分析 33 



るものと思われる。既存文献は、戦後において

は強力な開発規制のため、一般的に住宅開発用

地の供給はタイトであり、したがって土地価格

は業者の最大付げ値まで（しかしそれ以上では

ない）押し上げられると述べているが（Ball,

1983 ; Goodchild and Munton, 1985等）、同時

に土地所有者は基本的にpricetakerであって、

市場における力も土地市場のマクロな状況、開

発の立地などによって変化するとも指摘してい

る。高密開発は低密開発に比べると立地条件で

優れており、この場合には相対的に希少な住宅

開発用地候補に対して多くの業者が競合するこ

とで、結果として業者の土地付け値の最大値ま

で土地価格は押し上げられるものと予想される

が、立地条件の劣る低密開発の場合には逆に、

類似の開発用地候補が相対的に多数存在するで

あろうから、土地所有者と比較して業者のほう

が強い力を有しているものと考えられよう。

おわりに

以上、住宅開発のデータを用いて、業者によ

る価格設定という観点から、英国の住宅価格、

土地価格、業者の利益の関係を開発密度を分析

軸として検討し、住宅価格に対する土地価格の

相対的な大小については、その理由として土地

所有者と業者の市場における力のバランスが仮

説として提示された。

本研究は最初に述べたように基礎的な実証分

析であり、今後の課題としては第 lに供給者で

ある業者の価格設定を、理論モデ、ルへと展開す

ることがあげられる。

一方で今回の分析では、業者が土地価格を設

定する際の必要最低限の要因しか取り扱ってい

ないので、より正確なモデル化のためには追加

的な要因の取り込みも必要であろう。そのよう

な要因のなかで大きなものとして、開発敷地に

おける計画許可（開発許可）の有無と、業者の

経営に関する情報を指摘しておく。

計画許可が土地価格にどのような影響を与え

ているかについては中井（1987）で、計画許可
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獲得に対する業者の期待という形で土地価格に

反映されることを示しており、したがって開発

を行おうとする際のリスク要因としてモデルに

取り込むことが可能と思われる。

業者の経営に関する情報では利息支払いを中

心とする開発の資金繰りの方法や、業者の保有

しているlandbank （開発用地の手持ちストッ

ク）の大きさに関する検討が必要だろう。特に、

land bankの増大は一般に将来の開発需要を見

込んでの土地の購入を意味しているので、その

ような土地については開発へのリスクは大きく

なるが、逆に開発時点でみると土地所有者に対

して支払った土地価格は相対的に小さくなる。

住宅開発における土地コスト負担を下げるため

の確立した手法とされており、 landbankにつ

いては今回の分析に利用した調査資料でもある

程度の情報を得ているので、こういった要因の

検討結果も、モデル作成の際には考慮したいと

考えている。

＊本稿の分析に関して、住宅経済研究会のメンバーよ

り有益なコメントをいただいた。記して感謝したい。

｝王

1) 調査された61開発中、調査時において開発の始ま

っていないもの 6、および住宅価格のデータが得ら

れなかったもの 2を除いた53開発が図上にプロット

されている。

2) 支払い利息の推計、各コストの推計式については、

Balchin and Kieve(l985）および筆者の業者とのイン

タビューから得られた情報を利用した。
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海外論文紹介

地域経済の長期的成長
R. J. Barro and X. Sala i Martin, Regional Growth and Migration : A Japan-United States Comparison, 

Journal of the Japanese and International Economics 6 (1992), 312 346. 

1980年代における首都圏への急速な人口・産業と

資金の「一極集中化」は、都市・住宅・土地問題を

いっそう表面化させ、「遷都論Jなど大都市につい

てのさまざまな論議を引き起こす一方、「ふるさと

づくり」という標語で表されるようなさらなる地方

振興・地域間格差問題を表面化させた。しかしなが

ら、大都市圏と地方圏との所得格差は高度成長期に

おいてすでに拡大していたということが一般的通念

となっている。したがって、現代の都市問題・地域

間格差問題の構造を分析するためには、地域間経済

格差の動向が長期的にどのようなメカニズムに従っ

ているのかを理解し、その上で近年の動向を評価す

ることが必要とされよう。

ここで紹介する Barroand Sala-i-Martin (1992) 

は、彼らの一連の研究を日本の地域経済分析とその

アメリカ合衆国との比較に応用したものであり、新

古典派経済成長モデルを用いて「日本の地域間経済

格差は収束の方向にあったのかけという問題をフ

らば、このような枠組みによっては世界各国の経済

成長率格差を本質的に説明することができず、開発

途上国においてままみられる貯蓄増強を通じた経済

成長政策の理論的根拠を示すこともできないことに

なる。また、成長会計分析を通じて経済成長率に対

する技術進歩率の高い貢献度が明らかにされていな

がら、その内生的な決定要因が説明されない残余と

してブラックボックスの中に閉じこめてしまうこと

を意味している。結局、新古典派成長モデルによっ

て政策の「レベル効果」をとらえることはできても

「成長効果Jをとらえることはできないのである九

Romer (1986）論文に端を発する「内生的経済

成長論」は、一面においてこの問題の発展的解決を

目指したものであった。これらの議論は、規模に関

して収穫一定の「コア資本」・収穫逓増の技術や不

完全競争の市場構造をモデルに組み込むことによっ

て、技術進歩率ひいては定常状態の経済成長率が内

生的に決定されるメカニズムをもっている。

ォーマルに分析している。このような研究を通じて しかしながら、 Salai-Martin (1990）が明確に

のみ、われわれは地域経済の長期的動向についての 指摘しているように、新古典派経済成長モデルにお

比較的洗練された情報を得ることができるのである。 いても定常状態への移行過程として経済をとらえれ

l経済成長の新しい議論I)

1960年代に展開されたいわゆる「新古典派経済成

長モデル」の枠組みにおいては、定常状態における

経済成長率は結局のところ外生的に与えられた人口

増加率と技術進歩率によって決定されるのであった。

例えば、 5，長を労働効率単位の生産・資本ストック

として、生産関数タニA止を仮定すれば、 Solowの

基本方程式は、

ま／長＝ska＇ー（n+'1),~／y＝ α［sy＇α － 1 ）／α （n+'1)] 
となる。ここでn,'1はそれぞれ人口増加率・労働節

約的技術進歩率を示しており、 sは貯蓄率を示して

いる。この 2式からわかるように、定常状態におけ

る経済成長率はn+'1となってしまうのである。

したがって、もし経済が定常状態にあるとするな

ば、経済の収束を議論することが可能となる。また、

初期所得水準が低い経済において貯蓄率も低く、定

常状態の所得水準もまた相対的に低いとするならば、

発散を議論することも可能となる。 Barroand Sala 

i Martin (1992）は、国内地域経済の分析におい

ては技術進歩率や定常状態の経済水準格差が小さい

と考え、日本の地域経済の長期的動向を同ーの定常

状態への収束過程になぞらえて実証的に分析したの

である。

2 Barro and Sala-i-Martin (1992）のモデル

通常のマクロ動学モデルに基づ、き、無限期間生き

る代表的個人が予算制約の下で効用の割引現在価値

の総和を最大にするような最適な消費の経路を選ぶ

ものと考える。ただし、効用関数をCRRA型に特定
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化し、生産技術は前節と同様のコブ＝ダグラス型生

産関数で記述されるものとすれば、

m州ニloo[(clσ 川一σ）］叫［（ρ－n)t]dt

s.t. k＝十一ce"－（δ十.Hn）長 (1) 

という問題にこの個人は直面する。ここで、 c，ρは

それぞれ 1人当たり消費・主観的割引率（時間選好

率）を示している。 δ，nはそれぞれ資本の減耗率・

人口増加率を示している。この問題を解くと最適な

消費の動学的経路を示すオイラ一方程式として、

亡／c＝σ1（α長α ＇－0'ρl (2) 

が得られる。定常状態において 1人当たり消費は外

生的な技術進歩率Aに等しくなるので、定常状態

の労働効率単位当たりの資本ストック水準は、

α長＊a ＇＝σ;l＂トδ＋ρ （3)

となる。ここで、 σ＊＝（δ十ρ）／［α（δ＋n)-,1(1一α）］と

すれば、貯蓄率はs=l/1σ本となる。これと(1）式より

長＝s長α一（δ＋,.l+n）長 (l)'

が得られる。さらに（3）式を用いて近似的に（1）’式を

対数表示し、導出された非同次微分方程式を解くこ

とによって、定常状態への移行過程における経済成

長率は、定常状態の近傍では近似的に

(l/T)log(yT/yo)=,1 +(1-e βT)/T・log(y*/y。），

P'=(l一α）（δ＋n+,.l)>O (4) 

と表せる。 βは定常状態への収束速度を示すパラメ

ータであり、技術進歩率Aと定常状態の所得水準？

が所与の変数であるとすれば、初期の所得水準？。が

低いほど経済成長率が高くなることがわかる。これ

を conditionalconvergenceと呼んでabsolutecon-

vergenceと区別しており、地域経済の比較分析に

おいては、データの性質から先験的に両者の違いは

微小であると彼らは考えている。さらに、技術水準

は初期所得水準から独立であるので、れの代わりに

Yoを用いて推定できる。したがって、（4）式に誤差項

を加えてaニ λ＋（1-eβT)/T・ log(y＊）を定数項とし、

地域別データによるβの横断面推計を行っている。

図1一β収束
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出所： Barroand Sala i Martin (1992) p.321 Fig.！より転載

注：図中の数字は都道府県を示す（原論文参照）。

あり、この概念を定量的に評価することによって、

ある地域が平均的な地域経済の成長に比べてどの程

度 catchupしているのかが明らかとなる。 1930年

から87年にかけての都道府県別データを用いた非線

形推定の結果において、 βの推定値は0.0279であり、

統計的にも有意であった。より直観的には、図 1に

示されているように、30年の 1人当たり所得（自然対

数値）と30年から87年にかけての年平均 1人当たり

経済成長率との聞には明瞭な負の相関関係が存在す

る。これは、日本国内の諸地域聞において長期的に

β収束が成立していることを強く裏付けるものであ

る。さらに、今まで同ーと考えてきた定常状態の 1

人当たり所得の格差と誤差項の固定的な地区（地域

よりも集計度が高い）別特性の影響を克服するため

に、地区ダミー変数を導入した推定を行っている。そ

の結果より、結局、 β収束は地区間と地区内諸地域

のβ収束の両面でとらえることができるとしている。

しかしながら、より短いサンプル期間において係

数βは安定的ではない。これをアグリゲートなショ

ックの存在によるものと考えている。それによって

産業別に発生する誤差をある程度吸収するため、日

本の平均水準で各産業が成長したと仮定したときの

仮想的な各地域の経済成長率を示す変数Sitを、推

定式の説明変数に付加した推計を行っている。推計

β収束 結果から、 1970年から75年の期間では係数βが他の

β収束とは「相対的に低所得である経済が相対的 期間に比べて高くなっているものの3）、係数3の長

に高所得である経済よりも急速に成長することjで 期的な安定性が得られるとしている。
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σ収束4)

σ収束とは「横断面でみた 1人当たり所得（生産）

の分散の縮小」のことであり、 1人当たり所得（自然

対数値）の横断面データを用い、その標準偏差を計

算することによって把握することが可能となる。図

2に示されているように、このデータから次のこと

がわかる 5）。第 lに1930年代に所得の分散が大きく

なったこと、第2に長期的な趨勢として、 1940年以

降所得の地域間格差は急速に縮小したこと、第3に

1955年から60年、 65年から70年の高度成長期にわず

かながら分散が大きくなったこと、第4に1980年代

にも所得の分散がわずかではあるが拡大したことで

ある。

人口移動の影響

さらに、このような収束現象が地域間人口移動に

よって説明されるという仮説を吟味している。まず

Barro and Sala i Martin (1991）の定式化に従い、

純人口移入率mが、初期所得水準logy・気温異常度

（負のアメニティ）θ・人口密度π・隣県の人口密度πNE

の線形関数であるとして、その推計を行っている。

この計測から、アメニティ変数の係数が統計的に有

意でないものの、ある地域の高い初期所得水準が純

人口移入率に正の影響を与え、白地域・隣県の高い

人口密度が人口移入率にそれぞれ負・正の効果をも

つことを確認している。ここで、人口移動は地域聞

の所得格差に反応していることが示されているが、

定量的にはあまり大きくなく、またアメリカの計測

結果と異なる点として、日本では隣県の人口密度の

係数が負で有意であったことが指摘されている。

以上のような決定要因をもっとされる人口移入率

を経済成長率の説明変数に付加的に導入したβの計

測結果から、人口移入率の変化が経済成長率に与え

る影響は統計的に有意ではないという結論を得てい

る。これは、地域間人口移動によっては収束現象が

十分には説明されないということを示している。

3モデルの意義と批判

この論文の実証結果より、日本国内においては相

対的に所得の低い地域ほど経済成長率が高く、長期

的に地域経済が収束してきたことが明らかにされた。

このことは、日本において大都市圏と地方圏との所

得格差が常に拡大し続けてきたという見解がミスリ

ーデイングであることを示している。しかしながら、

図2によれば戦後に限ったσ収束の傾向は直観的に

は明らかではなく、より短い観測期間において観察

された「発散」については6）、長期の収束傾向と整

合性をもつかたちで議論することが困難であろう。

したがって、次の 3つの問題点が指摘されよう。

第 1に、 Barroand Sala-i-Martin (1992b）は、

国際間横断面分析において発散傾向があったことを

指摘しており、定常状態の所得水準・技術進歩率格

差を示す付加的な説明変数を用いることによって収

束を検証している。地域経済の分析においても、こ

のような検証を行うことは可能であろう。しかしな

がら Cohen(1992）が指摘しているように、このよ

うな conditionalconvergenceの検証とは、単なる

生産関数のパラメータの推計にすぎないと解釈され

うる。つまりβニ（1 α）（δ＋n十;l）であり、おおまか

にいってβの推計とはクロスセクションデータを用

いた生産関数の推計にしかすぎないともいえよう。

また、高度成長期や1980年代に突如として貯蓄率

や定常状態の所得水準の地域間格差が拡大し「発

散」が生じたとする論理には無理があり、むしろ内

生的成長モデルを用いた説明のほうが説得的である

かもしれない。例えば、 Barro(1990）モデルにお

いて政府の規模が小さく公共投資が経済成長を促進

するケースであったとしよう。高度成長期において
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は急速な都市化に対応するため地方圏よりも都市圏

に対して公共投資が重点的に配分された。例えば、

1965年の行政投資額

であるのに対して大都市圏では63%であつた。一方、

1979年までこの構成比は是正傾向にあったものの、

その後再び不均等化に転じ、 1982年には地方圏47%

に対して大都市圏では53%となり、さらなる不均等

化傾向にある。 1955年から60年、 65年から1970年、

1980年代におけるβ発散・ σ発散の傾向はこのよう

な公共投資の不均等的配分によるものであった可能

性がある。

第 2に、戦後のσの推移・短期のβの負号と景気

動向との密接な関係が挙げられる。 β・σ発散の時

期はいずれも景気拡大期と対応しており、収束・発

散と景気動向との因果関係のほうが収束現象そのも

のよりもより重要な論点である可能性がある。この

ことは、都市の成長率が地方の成長率よりも相対的

に景気に影響されやすいことの表れであるかもしれ

ない。また、アメリカ合衆国と日本における80年代

のβ発散・ σ発散という類似性も注目されよう。日

本のみならずアメリカにおいても、地域経済の格差

は発散の傾向にあったのである。この現象は世界経

済の景気動向や何らかの制度の国際的均一化の地域

間成長率格差に与える影響を示唆している。

第 3に、井出・中神(1993）が明快に分析している

ように、 80年代後半においては地価もそれまでの収

束過程から発散の方向に転じている。このことも新

古典派成長モデルによっては十分に説明されえない。

これらの諸現象を包括的に説明しうる経済成長モ

デルの構築とその実証分析は、今後の課題としてき

わめて重要で、あるといえよう。

（津田康幸／東京大学大学院）

7王

1) 内生的経済成長モデルの概要については多くのサー

ベイがある。例えば Helpman(1991) pp. 237 243、

Sala-i-Martin (1990）を参照。

2) 「レベル効果」と「成長効果」の区分は Robert 

Solowによるものである。詳しくは Lucas(1988) p. 

12を参照。また Mankiw,Romer and Weil (1991) 

はレベル効果の国際横断面分析を行うことにより

Solowモデルの説明力が高いことを示している。
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3) これは、オイルショックによって相対的に高所得で

ある工業地域が相対的に大きな打撃を受けたことの表

れであると考えられる。

4) H収束はσ収束の必要条件であるが、十分条件では

ないことに留意しなければならない。なぜなら、以上

のような条件の下で、 (3>Oであることはβ収束を意味

しσ収束をももたらす効果をもつが、これ以外にもラ

ンダムなショックの存在によってσ収束の動向は影響

を受けるからである。

5) 1930年代において分散が拡大したことは、軍事支出

の地域的配分の偏りが反映されているものと考えられ

る。 1980年代の発散傾向は首都圏に対する「一極集

中jが反映されている可能性があるが、彼らは若干の

数量的評価をもとに「一極集中」が必ずしもすべてを

説明しないことを指摘している。また、 1955年から60

年、 65年から70年のσ発散傾向については論文中では

触れられていないが、高度成長期における地域格差の

拡大を示しているものといえる。

6) 付加的な説明変数を導入しなかった計測結果では、

高度成長期・ 1980年代においてβの発散傾向があった

ことが明らかにされている。

7) 行政投資額には、生活基盤投資・産業基盤投資・農

林水産投資・国土保全投資等が含まれる。
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センターだより

⑨近刊のご案内
都市の居住環境をみると、道路 の中古マンションの流通量は平成

や公園のような「公的空間」と個 3年の 2万6,891戸に比べ平成 4

『不動産流通と住替え意識に関す 人の私有による「私的空間」の二 年には 2万8,646戸と微増にとど

る謂査J定価2,800円（税込み） 極分化が進行して、町並や景観の まり、依然として低迷状態が続い

近時の住宅ストックの蓄積にと 不調和などさまざまな問題が生じ ています。本調査では、①中古流

もない、住宅需要者にとって中古 ています。そこで公私の空間構成 通動向（新規マンション売れ行き

住宅の市場が重要性を高めつつあ の見直しを通して居住環境の質の 率と中古流通状況との相関および

り、また中古市場が新規市場と結 向上を図るため、公私の中間に位 地域別の中古流通動向）、②中古

びっくことによる連鎖反応が生じ 置する「共同空間」の定義および 流通市場における所有権移転の主

ていると予想されています。 共同空聞を確保することの意義を 体について、データを四半期に分

本書は、住替え経験者および今 検討するとともに、囲内・海外の け詳細に考察しています。

後の住宅需要者にアンケート調査 共同空間の事例を通してその可能 ※出版物についてのお問い合わせ

を実施し、住替えによって住まい 性を考え、あわせて現代都市の生 は、財日本住宅総合センター・事

がどう変わったか、住替え時点に 活に合った新しい共同空間のあり 業部（ft033264 5901）まで。

おける重視点とその後の満足度、 方やその実現方法について提案し

住替えによる居住地の移動、購入 ています。

価格と資金の調達等について分析 『東京箇マンション中古流通量実

を行い、対応に傾向の違いがみら

れる点においては両者の比較を行

い、住宅市場における住替えのメ

態調査14.l定価1,800円（税込み）

東京圏（東京・神奈川・埼玉・

千葉・茨城）において、昭和32年

カニズムを分析したものです。 から平成4年末までに竣工した分

『居住環境における新しい共同空 譲マンション91万763戸を母集団

間』定価3,800円（税込み） とした流通動向実態調査。東京圏

編集後記

長雨と冷夏と荒れる台風の季節か

ら、早くも収穫が心配な秋に。そし

て、この夏の信じられないような政

変は日々に影響を広げながら、次の

ステップへと踏み出しています。

今から 1年前、本誌1992年秋季号

の巻頭言で「明治維新、昭和終戦時

に次ぐ大改革となるでしょう。世界

の変動に応じた日本の大改革の時期

がきているように思います。jと書

かれた大津留温氏の言葉が、予言の

ように思い出されます。

こうした変化の底流には、豊かさ
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に埋没せず、自立と分権を拡大しよ

うという力強いうねりが感じられま

す。そうしたなかでく住まう〉とい

うこともく土地〉についても、根本

から問い直され始めているように思

います。

本誌も住宅土地経済の研究誌とし

てこの問題に取り組み、とくに最近

の社会変動に関わりの深い地価変動

の原因、機梼、対策などについて現

実に即した多角的な検討を行い、デ

ータに基づく実証分析を推進したい

と思います。 (M) 

⑨訂正 第 9号掲載の駒井論文

（「低水準居住の発生要因J）に誤

りがありましたので、以下のよう

に訂正いたします。

• 34ページ、表3の（2）式の定数項
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